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（ポイント） 
2016 年の英国の国民投票においてＥＵ離脱支持票が多数となった結果、英国はＥＵとの関

係の「仕切り直し」を迫られることになった。しかし、英国の将来像に関する具体的な青写

真は描けていたとはいえず、ブレグジット政治は混迷の道のりを辿る。 

メイ首相（当時）は、ＥＵからの移民流入の管理を重視し、単一市場と関税同盟からの離

脱を選択したが、具体的な戦略は定まらず、ＥＵと合意した離脱協定は、アイルランド島の

開かれた国境を確保するため（恒久的な方策がみつかるまで）英国全体をＥＵとの事実上の

「関税同盟」にとどめること（「バックストップ」）を含むものとなった。離脱協定の英国庶

民院での採決は与党内の大量の造反議員を生み、メイ首相は退陣を余儀なくされた。後任の

ジョンソン首相は、ＥＵとの再交渉で「バックストップ」を取り除くことに成功し、2019 年

の総選挙での保守党の勝利を背景として、新離脱協定は英国国会で承認された。英国は 2020

年 1 月 31 日にＥＵ離脱を果たしたが、その後の将来関係協定交渉において、ジョンソン首相

は英国の「主権」の回復に傾斜した姿勢を強め、いかなる協定も権利と義務のバランスに基

づくものでなければならないなどとするＥＵとの交渉は難航を極めたが、2020 年 12 月に合

意に達した。 

本稿では、将来関係協定交渉の中でも最も英ＥＵ間の対立がみられた争点の一つである「公

平な競争条件（level playing field）」を中心として取り上げ、「主権」の回復を目指した英

国が実際に得たものは何だったのかといった点を考えるに当たっての視座を提供することを

試みる。 

 

キーワード：英国のＥＵ離脱（ブレグジット）、英ＥＵ将来関係協定交渉、「公平な競争条件

（level playing field）」、国家援助規制、「主権」の回復 

JEL Classification: F15, K33, K40, N44.  
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英国は、2020 年 1 月 31 日にＥＵから離脱した。しかし、そのことで英国とＥＵの関係が断た

れたわけではない。英国とＥＵは地理的にも隣接しており、経済的にも社会的にも深い相互依存

性を有していること1から、英国とＥＵとの間でどのような関係を構築していくかという課題は、

2016 年 6 月 23 日に実施された国民投票において離脱支持票が（僅差ながらも）多数を占めたと

きからかえってその重要性を増したともいえる。ブレグジット政治とは、一面において、当該国

民投票の結果をどのように受け止めるべきかをめぐって展開された「ドラマ」といえるが、その

中核においてはどのようにＥＵとの関係を再定義するかが常に問われ続けてきた。ＥＵから離脱

するという作業は前例のない大事業であったが、離脱後のＥＵとの関係を再構築する試みはそれ

に劣らない難題であり、英国の将来に関わる根幹的な課題であった。 

そこで、本稿では、そうした再構築の過程を追う試みとして、特に英ＥＵ間の将来関係協定交

渉を中心に取り上げることとしたい。当該交渉においては、英国とＥＵとの交渉アプローチの違

いが際立つこととなった。その理由はどういったところにみることができるであろうか。例えば、

英国は、当該交渉において何を目指し、何を譲れない一線としてきたのであろうか。一方で、Ｅ

Ｕは何を当該交渉の眼目としてきたのであろうか。本稿では、2016 年の国民投票において英国の

「主権」を取り戻すことが（離脱派の）テーゼとなっていたことに着目し、ブレグジットに関わ

る交渉において、英国とＥＵとの間で「主権」をめぐってどのような対立点があり、どのような

着地点を見出したのかを確認すること等を通じて、ＥＵという独特の政体と主権国家であるであ

る英国との間の関係性を考えるときの一視座を提供することを試みたい。その際には、ＥＵの構

成国としての地位を失ったことが英国にどのような影響をもたらしたのかという点にも注意を払

う必要があろう。 

本稿の構成は、次のようになる。ブレグジットに関わる英ＥＵ間の交渉は、大きく分けて、①

英国がＥＵを離脱するに当たっての「条件」についての離脱協定交渉（英国におけるＥＵ市民の

権利／ＥＵにおける英国国民の権利保障、英国のＥＵに対する清算金の問題、北アイルランドと

アイルランドとの「ハード・ボーダー」の回避の方策の在り方、「移行期間」（激変緩和のための

期間）の設定が主要な論点となる。）と②英国がＥＵを離脱した後の英ＥＵ間の将来関係協定交渉

（その交渉成果の中核となるのが「英ＥＵ貿易・協力協定」）が中心となる。 

本稿の直接の主題は、既に述べたとおり後者の将来関係協定交渉であるが、前者の離脱協定交

渉についても、英国のメイ政権とジョンソン政権が2016年の国民投票を受けてどのような英ＥＵ

関係を構築しようとしたかを探る上で重要であることから、本稿においてその過程を確認するこ

ととしたい。その確認作業の中には、メイ首相が行った主要な演説やＥＵの交渉指令の内容、メ

イ首相が退陣に追い込まれる原因の一つとなった北アイルランド議定書（「バックストップ」）の

内容、ジョンソン政権の下で離脱協定になされた修正点を明らかにすることが含まれる。 

                                                   
1  この点は、後述するとおり、英ＥＵ間の将来関係協定交渉において「公平な競争条件（level playing field）」を

確保すべき根拠の一つとして、ＥＵ側が主張したことである。 

１．はじめに 
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その上で、ジョンソン政権の下でＥＵとの間で展開された将来関係協定交渉について、「英ＥＵ

将来関係枠組みを定める政治宣言」、英国・ＥＵそれぞれの交渉方針、英国側・ＥＵ側からそれぞ

れ公表された協定草案等の具体的内容を確認することで、特に交渉の早期段階において英ＥＵ間

でみられたスタンスの違いを明らかにしていきたい。その際、将来関係協定交渉で扱われた事項

が非常に広範囲に及ぶことから、本稿では、当該交渉において特に難航した争点の一つであり、

英国が重視した「規制する権利」に直接関わってくる「公平な競争条件（level playing field）2」に

関する争点を取り上げることとし、その中でも国家援助／補助金規制と労働及び社会的基準の分

野に焦点を当て、個別の条文の分析等を通じて英ＥＵ間で相当な隔たりがあったことを明らかに

する。 

そして、交渉の結果、2020年12月24日に基本合意に達した「英ＥＵ貿易・協力協定」（2021年1

月1日から暫定適用。正式発効は2021年5月1日。）の枠組みがどのようなものとなったかを概観す

ることとしたい。ここでも国家援助／補助金規制と労働及び社会的基準の分野を中心に「公平な

競争条件（level playing field）」に関する争点を重点的に取り上げ、英国が目指したところの「主権」

の回復は達成されたのか、当該交渉によって得られなかったものは何かについて触れることとす

る。 

 

２．英ＥＵ間の離脱協定交渉等 

 

(1) メイ政権の下での離脱協定交渉等 

①メイ首相による保守党大会での演説（2016 年 10 月） 

2016年6月23日に実施された国民投票において離脱支持票が多数となったことを受け、キャメロン

は直ちに首相の職を辞し、メイ内務相が首相に就任した。 

 メイ首相（当時）が2016年10月2日に保守党大会で行った演説3は、メイ首相が2016年の国民投票

の評価とブレグジット後の英国のビジョンを示したものとして注目される。当該演説において、

メイ首相は、国民投票の正統性に疑義を差し挟むことを否定し、「ブレグジットはブレグジットで

ある（”Brexit means Brexit.”）。」と言明した。その上で、メイ首相は、（ⅰ）英国法はブリュッセル

（ＥＵ）で作られるものではないとし、ＥＵ司法裁判所の管轄権からの解放を訴え、1972年欧州

共同体法（ＥＵ法を英国法として受容する根拠となる国会制定法）の廃止を表明し、（ⅱ）「我々

は、独立した主権国家が行うことを行う。」として、移民をコントロールし、自分たち自身の法律

を制定する自由を有することを強調した。その一方で、メイ首相は、英国企業に対して、単一市

場との／における貿易について最大限の自由を与えたい、としている。ここでは、「主権」の回復

と単一市場へのアクセスとの間でどのように折り合いをつけていくか、具体的な着地点は示され

                                                   
 

 2  「公平な競争条件（level playing field）」が意味するものについては、本稿３(5)①において詳述する。 
 3 〝Theresa May’s Conservative conference speech: Key quotes” (BBC News, 2 October 2016) .  

<https://www.bbc.com/news/uk-politics-37535527>, (accessed 2021-01-18). 演説の全文は右で確認できる。
<https://www.conservativehome.com/parliament/2016/10/britain-after-brexit-a-vision-of-a-global-britain-theresa-mays-
conservative-conference-speech-full-text.html>, (accessed 2021-01-18). 
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ていない。移民のコントロールは、単一市場を支える「４つの自由（域内での物、サービス、人、

資本の自由移動）」と衝突するものであり、また、英国法のＥＵ法秩序からの解放は「ＥＵの基準

／規制からの乖離が生じる可能性」を含意するものであることから、ＥＵが単一市場へのアクセ

スを認める上での眼目とするところの「公平な競争条件（level playing field）」の確保が交渉上の争

点となる素地が既にあったということができる。 

 

②ランカスター・ハウス演説 

2017年1月17日、メイ首相は、ランカスター・ハウスの演説においてＥＵ離脱に当たっての交渉

方針を発表した4。当該演説の中で、メイ首相は、交渉における優先事項として、（ⅰ）確実性（特

に、英ＥＵ間の最終合意が発効する前に国会両院の投票に付すこと）、（ⅱ）自国の法のコントロ

ールを取り戻しＥＵ司法裁判所の管轄権を終わらせること、（ⅲ）４つのネイション（イングラン

ド、スコットランド、ウェールズ及び北アイルランド）の一体性の強化、（ⅳ）アイルランドとの

共通旅行区域の維持、（ⅴ）欧州から流入する移民の管理、（ⅵ）英国におけるＥＵ市民及びＥＵ

における英国国民の権利保障、（ⅶ）労働者の権利の法律上の保護、（ⅷ）ＥＵとの包括的・大胆・

野心的な自由貿易協定を追求し、単一市場から離脱、（ⅸ）「グローバル・ブリテン」としてＥＵ

域外国との貿易協定を締結、関税同盟から離脱（共通通商政策から離脱し、域外共通関税には拘

束されないが、ＥＵとの関税協定は望む、とする。）、（ⅹ）科学・イノベーションのための最善の

場所とすること、（ⅺ）犯罪・テロ対策における協力、（ⅻ）円滑かつ秩序あるＥＵ離脱を挙げて

いる。 

前述の保守党大会での演説のラインに概ね沿ったものであるが、特に、単一市場からの離脱を

明確に打ち出したことが注目される。この点に関連してメイ首相は、次の趣旨のことを述べてい

る。 

 

欧州の指導者たちは、ＥＵの構成国であることは、物、資本、サービス及び人の４つの自由

を受け入れることを意味する、と何度も言ってきた。そしてＥＵの外にいながら単一市場の一

員であることは、それらの自由を実施するＥＵのルールに従うこと（ただし、当該ルールに関

する発言権は有しない）を意味する。それは、英国内においてＥＵ司法裁判所が依然として直

接の法的権威を有し続ける、というＥＵ司法裁判所の役割を受け入れることを意味する。 

これは、どの点からみても、全くＥＵを離脱することを意味しない。 

 

また、メイ首相は、この演説において2016年の国民投票の評価に触れる文脈で、「ブレグジット

の意味するものは欧州から英国にくる移民の数をコントロールすることである。」、とも明言して

いる。この認識に立てば、ＥＵの単一市場からの離脱は避けられない選択ということになろう。

これにとどまらず、英国法の自律性の確保、ＥＵ司法裁判所の管轄権からの解放、移民コントロ

ールの重視、独立した対外通商政策の追求などから成るメイ首相のブレグジット戦略は、いずれ

                                                   
 4  Prime Minister’s Office, “The government’s negotiating objectives for exiting the EU: PM speech” (17 February 2017) 

<https://www.gov.uk/government/speeches/the-governments-negotiating-objectives-for-exiting-the-eu-pm-speech>, 
(accessed 2021-01-19). 
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も英国の「主権」の回復という「（政治的）要請」を念頭に置いたものとみることができよう。 

 

③ブレグジットに係るＥＵの交渉ガイドライン（2017 年 4 月 29 日） 

2017年3月29日、メイ首相は、ＥＵのトゥスク欧州理事会常任議長宛書簡5において、英国のＥＵ

「脱退」の意思を通知した。これをもって欧州連合条約第50条に基づく「脱退」手続が始まるこ

とになった。当該通知を受けて、ＥＵの欧州理事会は、2017年4月29日、ブレグジットに係る交渉

ガイドライン6を採択した。その内容は、大要、次のとおりである。 

 当該ガイドラインは、中核となる原則として、英国とのいかなる協定も権利と義務のバランス

に基づくものでなければならず、「公平な競争条件（level playing field）」を確保しなければならな

いとした。また、単一市場の一体性を維持するため部門ごとのアプローチは除外されることにな

った。ＥＵの構成国でない英国は、構成国と同じ権利を有することはできず、同じ利益も享受で

きないものとした。 

 交渉の進め方としては、段階的なアプローチを採っている。最初の段階の交渉は、英国のＥＵ

離脱によって直接の影響を受ける市民、事業者、利害関係者、国際的なパートナーに可能な限り

明確性と法的確実性を提供し、また、英国のＥＵ（及び構成国としての権利義務）からの「切断

（disentanglement）」に伴う清算を行うことを目的とするものであり、この段階において十分な進

展が認められたときに次の段階に進むものとしている。そして、将来関係についての全体的な了

解は、交渉の第二段階において特定されることとした。英国は、離脱までに自由貿易協定に係る

交渉を並行して行うアプローチを打ち出していたが、交渉はＥＵのアプローチで進められること

になった。 

当該ガイドラインは、英国のＥＵ離脱に係る交渉で取り上げられる対象について、ＥＵ市民の

相互的権利保障を第一の優先事項としている。また、英国がＥＵの構成国である期間に由来する

清算金の支払いの確保についての言及がある。さらに、アイルランド島特有の事情を考慮して、

ＥＵの法秩序の一体性を尊重する一方で、ハード・ボーダーを回避することを目的とするものを

含む、柔軟で創造的な解決策が求められるとしている。 

 当該ガイドラインは、将来関係の枠組みに関する準備的な議論に関して、どのような自由貿易

協定も、バランスのとれた、野心的で広範なものとすべきである、と述べている。しかしながら、

それは、単一市場への参加に相当するものではない（部分的参加でもない）と牽制することも忘

れていない。それを認めると単一市場の一体性と適切な機能を損なうからという理由である。ま

た、自由貿易協定は、特に競争と国家援助について「公平な競争条件」を確保するものでなけれ

ばならず、この点に関して、とりわけ、税、社会、環境、及び規制上の措置や慣行を通じた不公正

な競争優位に対する保護を含むものでなければならない、としている。自由貿易協定と単一市場

との峻別や「公平な競争条件」の確保を必須のものとするスタンスは、後で述べるように、将来

関係協定交渉において一貫している。 

                                                   
 5  Prime Minister’s Office, “Prime Minister’s letter to Donald Tusk triggering Article 50” (29 March 2017) 

<https://www.gov.uk/government/publications/prime-ministers-letter-to-donald-tusk-triggering-article-50>, (accessed 
2021-01-19). 

 6  Guidelines following the United Kingdom’s notification under article 50 TEU, Special meeting of the European Council 
(Art. 50) (29 April 2017) – Guidelines, Brussels, 29 April 2017, EUCO XT 20004/17, BXT 10, CO EUR 5, CONCL 2. 
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④フィレンツェ演説（2017年9月22日） 

 それでは、メイ首相は英国国民が国民投票においてＥＵ離脱という選択をした理由について、

どのように考えていたのだろうか。例えば、メイ首相が 2017 年 9 月 22 日にフィレンツェにおい

て行った演説7は、メイ首相の「主権」観もうかがわせるものとして興味深い。同演説において、

メイ首相は、「英国国民は自分たちの日常生活に影響を与える決定についてより直接的なコントロ

ールを求めている」とし、「それはそれらの決定が彼らに直接責任を負う人々によってなされるこ

とを意味する」と述べている。その一方で、主権の共有は、ＥＵの極めて重要な特色であり、前

例のないほど深い協力を可能とするものであって、利益をもたらすものであることを認めている。

しかし、メイ首相は、「それは、自国が少数派であるときに（国境を越えた市場と関わりを持たな

い、国内的な事柄に影響を及ぼす決定であったとしても）自国が望まない決定を受け入れなけれ

ばならないときがあることも意味する」と述べている。そのため、「英国国民は、自国の法を決定

するに当たっての英国国会（及びスコットランド、ウェールズ及び北アイルランドの分権議会）

の役割を強化し、国内において民主的にコントロールする権力（power）を選択した」、というの

がメイ首相の見立てなのである。つまるところ、メイ首相は、ブレグジットに係る交渉において、

「『主権の共有』という形でＥＵに移譲していた立法権を自国に取り戻すこと」を重視していたと

いえよう8。ただし、メイ首相は、当該演説の中で、英国とＥＵは「高い規制上の基準へのコミッ

トメントを共有している」とし、「英国国民は、粗悪な物品も、粗悪なサービスも、劣悪な環境も、

搾取的な労働慣行も望まない」と述べ、高い基準の維持のみならず、それを強化することにコミ

ットする姿勢を見せている。その上で、「英国の規制上の選択がＥＵと異なるときは、それは不公

正な競争優位を得ようとするものではなく、英国の特有の事情に照らして正当であるルールを望

んでいるからである」と付言している。あくまで自国のルール制定に当たっての自律性を強調し

ているのである。 

 

⑤ＥＵ・英国の交渉官による離脱交渉の進展に関する共同報告書等 

 2017年12月15日、ＥＵは、離脱交渉の第一段階（英国におけるＥＵ市民／ＥＵにおける英国国

民の権利保障、北アイルランド国境問題、清算金の支払いに関する交渉）に（交渉の第二段階に

移行するに足る）「十分な進展」があると決定することを明記したガイドライン9を採択した。「十

分な進展」の有無の判断は、同月8日に公表されたＥＵ及び英国政府の交渉官による離脱交渉の進

展に関する共同報告書10に基づいている。 

当該共同報告書は、離脱協定に定めるＥＵ市民の権利保障の関連で、ＥＵ司法裁判所をＥＵ法

                                                   
 7  Prime Minister’s Office, “PM’s Florence speech: a new era of cooperation and partnership between the UK and the EU” 

(22 September 2017) <https://www.gov.uk/government/speeches/pms-florence-speech-a-new-era-of-cooperation-and-
partnership-between-the-uk-and-the-eu>, (accessed 2021-01-20). 

 8  なお、メイ首相は、当該演説の中で、紛争解決制度の設計に当たって英国にＥＵ司法裁判所の管轄権を及ぼ

させない仕組みを模索している。 
 9  Guidelines – 15 December 2017, European Council (Art. 50) meeting (15 December 2017) – Guidelines, Brussels, 15 

December 2017, EUCO XT 20011/17, BXT 69, CO EUR 27, CONCL 8. 
 10  Joint report from the negotiators of the European Union and the United Kingdom Government on progress during phase 

1 of negotiations under Article 50 TEU on the United Kingdom’s orderly withdrawal from the European Union (8 
December 2017) <https://ec.europa.eu/commission/sites/beta-political/files/joint_report.pdf>, (accessed 2021-01-22). 
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の解釈についての究極的な解決者（ultimate arbiter）と明記している（この点は、ＥＵ法の自律性

の保全という観点から、ＥＵにとっては侵すことのできない基本線といえよう。）。こうした認識

に立ち、当該報告書は、英国の裁判所がＥＵ司法裁判所の関連のある決定に十分な配慮（due regard）

を払うこと、ＥＵ市民の権利に関する問題について必要と考える場合には英国の裁判所がＥＵ司

法裁判所に質問をすることができる制度設計をすること等が盛り込まれている。「英国司法権の尊

重」と「ＥＵ法の自律性の保全」という二つの要請に応えようとしたものとみることもできよう。 

 北アイルランド国境問題については、上記の共同報告書において次のとおり記載されている。 

 

英国は、南北協力を保護すること、及びハード・ボーダーの回避を保証することにコミット

し続ける。いかなる将来の取決めも、これらの包括的な要請と両立し得るものでなければなら

ない。英国が意図するところは、これらの目標をＥＵ・英国間の全般的な関係を通じて達成す

ることである。これが可能でなければ、英国は、アイルランド島の特有の事情に対応する具体

的な解決策を提案することとする。解決策について合意がなければ、英国は、現在及び将来に

わたって、南北協力、［アイルランド］全島の経済、及び1998年合意［＝ベルファスト合意］の

保全を支える、域内市場及び関税同盟のルールへの完全な整合（alignment）を維持するものと

する。（49段） 

 

 上で述べられている北アイルランド国境問題への基本的アプローチは、後にメイ政権の下でＥ

Ｕと合意された離脱協定に含まれる北アイルランド議定書の内容につながるものである。これは、

英国が（事実上関税同盟にとどまり）ＥＵのルールを受け入れる可能性があることを含意してお

り、いわゆるメイ合意が英国国会に受け入れられなかった最大の要因となる「バックストップ」

（後述）の萌芽をみてとることができよう。 

 なお、上記の共同報告書が公表された2017年12月8日には、「北アイルランドへの首相のコミッ

トメント」というポリシー・ペーパー11がメイ首相の名前入りで公表されている。同ペーパーには、

メイ首相がＥＵとの交渉を進めるに当たっての原則として、北アイルランドへのコミットメント

が示されている。すなわち、（ⅰ）英国の不可欠な部分としての北アイルランドの地位を支持する

こと、（ⅱ）単一の英国市場における北アイルランドの地位を維持すること、（ⅲ）英国内に新た

な境界を作らないこと、（ⅳ）北アイルランドを含む英国全体がＥＵの関税同盟と単一市場を離脱

すること、（ⅴ）南北協力に関してベルファスト合意に示されたコミットメントを支持すること、

（ⅵ）北アイルランドを含む英国全体がＥＵ司法裁判所の管轄権から外れること、という６つの

コミットメントである。メイ首相が、北アイルランドを含む英国の一体性を保全することを交渉

方針の要においていたことがうかがわれる。 

 

⑥マンション・ハウスでの演説（2018年3月2日） 

 2018年3月2日、メイ首相はマンション・ハウスにおいて演説を行い、ＥＵとの経済面の将来パ

                                                   
 11  Prime Minister’s commitments to Northern Ireland (Policy paper), 8 December 2017. 

<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/665870/prime-
ministers-commitments-to-northern-ireland.pdf>, (accessed 2021-01-22). 
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ートナーシップのビジョンを示した12。当該演説において、メイ首相は、ＥＵとの協定は国民投票

を尊重したものでなければならない、と述べる。そして、それは、自国の国境と法と財源の統制

（control）を回復するための投票であり、英国内のいかなるコミュニティも取り残されないため

に、より広い変化を求める投票であったと位置づけている。また、例えば、ノルウェー型の協定

は、単一市場にとどまるものであって、新しいＥＵの立法を自動的に実施することを余儀なくさ

れることを意味し、自由移動の維持を意味するとして退けている。一方で、カナダ型と同様の自

由貿易協定の協定やＷＴＯルールに準拠する貿易についても、英国が現在享受しているお互いの

市場へのアクセスの重大な低下を意味する、としている。既存の経済パートナーシップのモデル

は、英国が望むものをもたらさないか、英国の民主主義に耐えられない制約を加えるというのが

メイ首相の認識であった。 

 メイ首相は、当該演説において、ＥＵ司法裁判所の役割にも言及している。すなわち、（ⅰ）英

国がＥＵ司法裁判所の管轄権から離れた後にも、ＥＵ法とＥＵ司法裁判所の決定は英国に影響を

及ぼし続ける、（ⅱ）英国がＥＵを離脱したときには、「離脱法」によってＥＵ法が英国法に転換

される。このことは、（英国法に関わる）訴訟事件が英国の裁判所で解決されることを意味するが、

適切な場合には、英国の裁判所は引き続きＥＵ司法裁判所の判決を参照する、（ⅲ）英国国会がＥ

Ｕ法と同一の法を制定した場合には、ＥＵ法と英国法とを一貫性をもって解釈するように、英国

裁判所が適切なＥＵ司法裁判所の判決を参照することは道理にかなっている、（ⅳ）合意される協

定は、英国の主権とＥＵの法秩序の両方を尊重するものでなければならず、それは、英国法にお

けるＥＵ司法裁判所の管轄権の終了を意味し、また、ＥＵ・英国の裁判所のいずれも将来パート

ナーシップに関する紛争の最終解決者にはなり得ない、と述べている13。 

 メイ首相は、お互いの市場へのよいアクセスを望むならば、アクセス条件は公正なものでなけ

ればならない、とする（そして、例えば、国家補助や競争法というような分野についてはＥＵの

規制と歩調を合わせる可能性がある、とも述べている。）。また、公正でオープンな競争を確保す

るためには相互的で拘束力のあるコミットメントが必要となるとも述べ、英国とＥＵの市場の間

の統合の水準や地理的近接性は、これら相互的なコミットメントが、英国企業がＥＵ市場におい

て（及びＥＵ企業が英国市場において）公正に競争できるために特に重要であることを意味する、

とする。これは、ＥＵの関心事である「公平な競争条件（level playing field）」の確保の要請に呼応

するものとみられる。 

 

⑦将来関係枠組みに関するＥＵのガイドライン（2018年3月23日） 

 他方、ＥＵ（欧州理事会）は、2018年3月23日、将来関係枠組みに関するガイドラインを採択し

た。当該ガイドラインには、「関税同盟と単一市場から外れることは、必然的に貿易における摩擦

につながる。対外的な関税及び対内的なルールの乖離（divergence）と、共通の機関や共有された

法的制度の欠如は、ＥＵの単一市場と英国の市場の一体性を守るための検査と管理を必要とする。

残念なことに、これは、特に英国において、負の経済的結果をもたらすであろう。」という記述が

                                                   
 12 当該演説の全文は右で確認できる。”In full: Theresa May’s speech on future UK-EU relations” (BBC News, 2 March 

2018), < https://www.bbc.com/news/uk-politics-43256183>, (accessed 2021-01-24). 
 13  文中の番号は、便宜上付したものである。 
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ある。 

 また、当該ガイドラインは、（ⅰ）いかなる協定も権利と義務のバランスに基づいたものであっ

て、かつ「公平な競争条件（level playing field）」を確保する必要があるが、ＥＵの構成国と同じ利

益を享受することはできない、（ⅱ）４つの自由は不可分なものであり、部門ごとのアプローチに

基づく単一市場への参加を通じた「いいとこ取り」は、単一市場の一体性と適切な機能を損なう

ものであって認められない、（ⅲ）ＥＵは、その意思決定における自律性を保全するものであり、

ＥＵの機関における第三国としての参加等は排除される、（ⅳ）ＥＵ司法裁判所の役割は完全に尊

重される、（ⅴ）「公平な競争条件（level playing field）が十分に保証される限りにおいて、ＥＵは、

バランスのとれた、野心的かつ広範囲にわたる自由貿易協定（ＦＴＡ）への取組を始める用意が

ある（ただし、それは単一市場への参加に相当するものではない（部分的参加でもない）、とする

14。 

 「公平な競争条件（level playing field）」の確保の必要性は、当該ガイドラインにおいて特に強調

されているものである。すなわち、（ⅰ）地理的近接性と経済的依存性を前提とすれば、「公平な

競争条件（level playing field）」の強固な保証が含まれている場合にのみ、将来関係が相互に満足の

いく形で達成される、（ⅱ）その目的は、とりわけ、競争と国家援助、税制、社会、環境、及び規

制上の措置や慣行に関して、保護水準を切り下げることを通じて英国が不公正な競争優位を得る

ことを防止することにある、（ⅲ）これは、ＥＵ及び国際的な基準と適合する実体的なルール、実

効的な国内実施（ implementation）を確保する適切なメカニズム、協定における遵守確保

（enforcement）及び紛争解決のメカニズム、ＥＵの自律的な救済措置を必要とする、と明記され

ているのである15。 

 

⑧「チェッカーズ提案」 

 2018年7月6日、メイ首相は、首相公式別邸（チェッカーズ）において臨時閣議を開催し、閣議

での合意をとりまとめ、ＥＵとの将来関係に関する交渉方針についての声明を公表した。これを

踏まえ、同年7月12日、当該将来関係に関する英国政府の提案を詳細に示した、「英国とＥＵの将

来関係」と題する白書16（「チェッカーズ提案」ともいわれる。）を公表した。 

 「白書」において打ち出された提案の核となるのが、農業食品（agri-food）を含む「物」につい

ての「自由貿易圏（free trade area）」の創設である。「白書」では、英国とＥＵが、国境において摩

擦のない貿易を実現するのに必要な範囲で、農業食品を含むすべての「物」について共通ルール

（common rulebook）を維持するものとされている。「物」についての共通ルールの維持は、英国が

ＥＵのルールへの「継続している調和（ongoing harmonization）」を選択することにコミットする形

でなされることも明記されている（15頁）。ＥＵのルールが改正された場合には、英国のルールを

それに合わせる必要が生じることを示唆するものであり、（英国国会の立法権は侵害しないことと

                                                   
 14  文中の番号は、便宜上付したものである。 
 15  同上。 
 16  HM Government, THE FUTURE RELATIONSHIP BETWEEN UNITED KINGDOM AND THE EUROPEAN UNION, 

July 2018. 
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/786626/The_Future_Re
lationship_between_the_United_Kingdom_and_the_European_Union_120319.pdf>, (accessed 2021-01-27). 
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しているものの）実質的にＥＵのルールの一部受入れの提案とみることもできよう。ただし、英

国政府の提案ではサービス・投資やデジタルの分野における「規制の自由」を留保しており、Ｅ

Ｕが「部門ごとのアプローチに基づく単一市場への参加を通じた「いいとこ取り」は、単一市場

の一体性と適切な機能を損なうものであって認められない」とするスタンスを採っていたことと

どう折り合いをつけるかが課題となったとみられる。 

「自由貿易圏」の創設の提案には、北アイルランドとアイルランドとの間でハード・ボーダー

を回避する狙いもあった。「白書」においては、（共通ルールの適用を含む）「自由貿易圏」の創設

の提案が「国境での摩擦を回避し、英国とＥＵの双方が（将来関係協定全体を通じて）北アイル

ランドとアイルランドに対するコミットメントを満たすことを確保する」旨の記述がある（13頁）。 

 一方で、「白書」には、ＥＵが重要視する「公平な競争条件（level playing field）」に呼応する提

案がある（9頁、37～41頁（105～126段）等）。すなわち、経済パートナーシップについて、英国政

府は、オープンかつ公正な貿易環境を保証する拘束力のある規定を設けることを提案している。

これは、国家援助分野について共通ルールの適用へのコミットメント、競争法に係る当局の間の

協力取決めの制定、環境及び労働ルールを含む分野において「後退禁止」条項を通じて高い基準

を維持することについての合意を内容としている（9頁）。当該提案は、気候変動対策や消費者保

護について高い水準を維持することも含むものである（38頁（108段）、40頁（120段）、41頁（126

段））。なお、英国政府は、「自由貿易協定（ＦＴＡ）において通常なされるものを超えた相互的な

コミットメントは、英ＥＵ経済パートナーシップの広さや深さを支えるのに特に重要であり、権

利と責任のバランスを保つものである」（37頁（105段））という認識を示している。これは、ＥＵ

のスタンスと共通性を有するものであり、注目に値する（後述するとおり、ジョンソン政権はこ

のような考え方を採らず、逆に、既存のＦＴＡ以上のコミットメントを求めるような「公平な競

争条件（level playing field）」関連規定は受け入れないスタンスで交渉に臨むこととなった。）。 

 さらに、「白書」は、英ＥＵ間の将来関係協定の制度的取決めについて提案を行う中で、ＥＵ司

法裁判所の役割等について次のとおり述べている。まず、当該制度的取決めは、英国がＥＵの構

成国でないことを反映すべきであるとし、ＥＵ司法裁判所を含むＥＵの機関は英国のための法を

作る権限をもはや持たず、直接効果やＥＵ法の優位性の原則はもはや英国には適用されない、と

する（84頁（3段））。そして、将来関係協定に由来する権利は、英国においては英国の裁判所、Ｅ

ＵにおいてはＥＵの裁判所によって執行されるが（11頁、91頁（33段））、英国がＥＵとの共通ル

ール（common rulebook）を保持することを合意した分野においては、ＥＵ司法裁判所の判例に十

分な配慮（due regard）をし、解釈の一貫性を確保するものとしている（11頁、92頁（35段））。ま

た、紛争解決制度に関する提案に関しては、英国はＥＵ司法裁判所のみがＥＵ法の解釈について

ＥＵを拘束できることを認識すると明記した上で、英国とＥＵが共通ルール（common rulebook）

を保持することを合意した分野では、英国・ＥＵ合同の手続を通じて、ＥＵ法の解釈に関しＥＵ

司法裁判所に付託する選択肢を設けるべきである、と述べている（11頁、93頁（42段））。 

 

⑨メイ首相とＥＵとの間で合意された離脱協定 

 その後、英国とＥＵの交渉官レベルでの合意を経て、2018年11月25日、（北アイルランド議定書
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を含む）離脱協定17と英ＥＵ将来関係枠組みを定める政治宣言18が、欧州理事会（ＥＵ首脳会議）

特別会合において承認されるに至った。しかしながら、メイ首相がＥＵとの間で合意した離脱協

定は三度にわたって英国国会で否決され、政権運営に行き詰まったメイ首相は2019年5月24日に保

守党党首の辞任を表明することとなった19。 

 当該離脱協定は、英国在住のＥＵ市民の権利（及びＥＵ在住の英国市民の権利）、英国のＥＵ債

務（清算金）の支払い、北アイルランド国境問題の扱い、移行期間（基本的にＥＵ法が適用され

る現状が維持される。）等を定めるものであった。当該離脱協定が英国国会で否決された最大の要

因は、離脱協定に付随する北アイルランド議定書に盛り込まれた「バックストップ（安全策）」で

あった20。 

「バックストップ」とは、1998年聖金曜日合意（ベルファスト合意）を保全し、アイルランド

と北アイルランドとの間の「ハード・ボーダー」を回避するための他の恒久的な方法について、

2020年末の移行期間終了時までに合意に至らず、当該方法を定めた協定が締結・発効されない場

合には、一時的な措置として英国全体をＥＵとの事実上の関税同盟（議定書では「単一関税領域

（single customs territory）」としている。）にとどめること等によって「ハード・ボーダー」を回避

する策をいう（議定書第1条第3項、同条第4項参照。）。「バックストップ」はあくまで一時的な措

置という位置付けであるが、他に「ハード・ボーダー」を回避する方策がみつからない場合には

これに縛られた形になるということがポイントとなる21。 

メイ政権の下で合意された北アイルランド議定書では、（将来関係協定が適用可能となるまで）

「単一関税領域」がＥＵと英国（北アイルランドを含む。）との間で設立されることとされている

（議定書第6条）22。そして、すべての「物」（水産物を除く。）の貿易について、北アイルランド

議定書の附属書２に定める規則（rules）が適用される（議定書第6条）23。 

Seely et al. (2019)は、北アイルランド議定書附属書２の諸規定（（i）英ＥＵ間の輸出入に係る関

税・課徴金等を撤廃する（第2条第1項）、（ⅱ）英国に対して、自国で適用される関税率・規則（rules）

                                                   
 17  Agreement on the withdrawal of the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland from the European Union 

and the European Atomic Energy Community, as endorsed by leaders at a special meeting of the European Council on 25 
November 2018. 
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/759019/25_November_
Agreement_on_the_withdrawal_of_the_United_Kingdom_of_Great_Britain_and_Northern_Ireland_from_the_European_
Union_and_the_European_Atomic_Energy_Community.pdf>, (accessed 2021-02-04). 

 18  Political Declaration setting out the framework for the future relationship between the European Union and the United 
Kingdom, 25 November 2018. 
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/759021/25_November_
Political_Declaration_setting_out_the_framework_for_the_future_relationship_between_the_European_Union_and_the_U
nited_Kingdom__.pdf>, (accessed 2021-02-04). 

 19  メイ首相の退陣表明に至る経緯等については、例えば、鶴岡（2020）参照。 
 20  北アイルランド議定書（メイ合意）の内容及びその分析については、庄司（2019a）及び鶴岡（2020）参照。 
 21  北アイルランド議定書第 1 条第 4 項は、「……本議定書の諸規定は、それらがその後の協定によって全部又は

部分的に取って代わられない限り、その時点まで適用される。」と定める。なお、北アイルランド議定書第 20
条は、移行期間終了後いつでも、ＥＵ又は英国が、北アイルランド議定書（の全部又は一部）が「ハード・ボ

ーダー」を回避するなどの目的を達成するためにはもはや必要ではなく、適用を終了すべきとみなす場合、他

方当事者にその旨を通知できることを定めている。そのときには、ＥＵと英国の代表から成る共同委員会

（Joint Committee）が閣僚レベルで集まり、当該通報について検討することとされているが、北アイルランド

議定書の適用を終了する決定は共同で行われるため、ＥＵが同意しなければ同議定書が恒久的に適用されるこ

とになる。 
 22  See Seely et al. (2019), p.105. 
 23  See Seely et al. (2019), p.105. 
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をＥＵ共通関税へ適合させることを義務付ける（第3条第1項）、（ⅲ）英国は、ＥＵ共通関税に定

めるものより低い関税率を設定できないものとする（第3条第2項））に照らして、北アイルランド

議定書が定める「単一関税領域」は、ＧＡＴＴ（第24条）にいう「関税同盟」の２つの条件（（イ） 

対内的には相互に関税を撤廃し、（ロ） 対外的には共通の関税を設定すること。）を満たすことに

なる、と述べる24。 

また、Seely et al. (2019)は、北アイルランド議定書が定める「単一関税領域」はＧＡＴＴの「関

税同盟」の条件よりもさらに先を行くものであり、ＥＵとの関税同盟（ＥＵ離脱前）にずっと近

いものである、と位置付けている25（すなわち、（ⅳ）英国は（ＥＵの共通通商政策の下には入ら

ないものの）自国の通商政策をＥＵの共通通商政策に調和させる必要があり（第4条第1項）、また、

（ⅴ）英国はＥＵの貿易防衛制度（trade defence regime）及び一般特恵関税制度（ＧＳＰ）の下に

ある（第4条第3項）。）。 

 以上のことから、Seely et al. (2019)は、「［上述の］条件の組み合わせは、英国が第三国との間で

実質的に異なる通商関係を持つ能力を大幅に制限するであろう。『物』については、英国が締結し

たいと望むいかなる自由貿易協定（ＦＴＡ）も、当該第三国が既にＥＵと取引をしたやり方に実

質的に整合することになるであろう。英国は自国の関税を低くすることができないであろうこと

から、これは、第三国が、英国と貿易協定を交渉することの有用性を疑うことにつながるかもし

れない。」と分析する26。これは、離脱派がこだわる「関税同盟からの離脱」というレッドライン

を実質的に越えることを意味し、メイ首相が掲げた「グローバル・ブリテン」として第三国との

貿易協定の締結を目指す戦略も危うくするものとみることができよう27。 

さらに、英国全体がＥＵとの事実上の関税同盟に留まったとしても、それだけでは、アイルラ

ンドと北アイルランドとの間で「ハード・ボーダー」を回避するためには十分ではないという問

題もあった。すなわち、「関税同盟」は関税に関わる通関手続（関税の徴収や原産地確認の手続）

を不要にするのみであり、関税以外の輸出入に関わる検査等の手続（例えば、動植物検疫、付加

価値税・物品税、及び物品の技術的規制に関わる手続）の必要性は残る28。メイ政権の下でＥＵと

の間で合意された北アイルランド議定書（「バックストップ」）には、北アイルランドについてＥ

Ｕ単一市場の「物」の自由移動に関連する規制を適用することも盛り込まれた29。これに対して、

メイ政権に閣外協力していた北アイルランド地域政党である民主統一党（ＤＵＰ）は、北アイル

ランドがグレート・ブリテン島と規制面で異なる取扱いになることに反発し、メイ首相の離脱協

                                                   
 24  Seely et al. (2019), pp.109-110. 
 25  Seely et al. (2019), p.110. 
 26  Seely et al. (2019), p.110. 
 27  なお、「バックストップ」を評価するに当たっては、それがＥＵにとって何を意味するものであったかを見定

める必要もあろう。庄司（2019b）は、「ＥＵにとっては最大の成果である単一市場の一体性を犠牲にしてで

も、イギリスを一時的に関税同盟に留め、北アイルランドの和平が保たれるようにしようということで、大幅

に譲歩して」いる点を指摘している。 
 28  鶴岡（2020）、pp.144-146。 
 29  See Seely et al. (2019), pp.106-107. Curtis et al. (2019), p.29 は、メイ政権の下で合意された北アイルランド議定

書（「バックストップ」）についての説明の中で、「北アイルランドに限り、付加価値税（ＶＡＴ）・物品税、

『物』についての製品規格、農業（国家補助を含む。）環境、電力市場、『物』についての一定の技術的規制及

び EU 関税法典といった分野について一定の追加的なＥＵ立法の適用が続けられることとされ」、「北アイルラ

ンドにＥＵ法が引き続き適用される範囲において、［ＥＵ司法裁判所を含む］ＥＵの機関がＥＵ基本条約の下

で有するのと同一の権限を有することとされた」と整理している。 
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定案に反対した。これに加えて、保守党内の強硬な欧州離脱派も、英国を事実上のＥＵの「関税

同盟」に留める「バックストップ」に反発した（一時的な措置といいながら、ＥＵの同意なくし

ては「バックストップ」から抜け出せないことへの懸念もあった。）。そうした中で、与党の中か

ら大量の造反議員が発生し、メイ首相の離脱協定案は英国国会の承認を得ることに失敗した30。 

 なお、メイ政権の下で合意された北アイルランド議定書には、いわゆる「公平な競争条件（level 

playing field）」に関連する規定が盛り込まれている。すなわち、ＥＵと英国の単一関税領域に関す

る北アイルランド議定書第6条第1項は、同項が適切に機能するために必要な「公平な競争条件

（level playing field conditions）」の維持の確保を目的として、同議定書附属書４に定める規定が適

用される、と定めている。Mclver et al. (2018) は、「公平な競争条件（level playing field）」関連規定

が盛り込まれた趣旨等について、次のとおり述べている31。 

 

ＥＵと英国の間の単一関税領域を促進するために、［北アイルランド］議定書は、ＥＵと英国

における規制上の環境がいくつかの面において同様であることを確保するために設計された一

揃いの取決めを創設している－これは、「公平な競争条件（level playing field）」と言及されるも

のである。これらの取決めは、単一関税領域の下にありながら異なる税制上及び規制上の制度

に服する結果、企業が不公正な競争優位により利益を享受することを防ぐためのものである。

この「優位」は、典型的には、規制上の基準の引下げや、遵守確保を怠ること（non-enforcement）

によるものか、異なる税制上又は国家援助の実務（practices）の結果、得られるものである。 

 

英国政府（当時）は、より包括的な説明をしている32。すなわち、「［北アイルランド議定書の］

附属書４は、当該単一関税領域における公正かつオープンな競争を維持するための条件

（requirements）を定めるものであり、これらはすべての通商関係の基本となるものである。」とし

ている（185段）。このような考え方は、後のジョンソン政権の交渉スタンスとは質的に異なるも

のとみることができよう。 

 北アイルランド議定書に盛り込まれた「公平な競争条件（level playing field）」関連規定は、６つ

の分野（税制、環境保護、労働・社会基準、国家援助、競争、国有企業等）にわたるものである

（議定書第6条第1項、議定書附属書４等。）。このうち、環境保護及び労働・社会基準について、

「単一関税領域の適切な機能を確保すること」を目的として、一定の分野に関し、法、規則、及

び慣行によって定める保護の水準を、「移行期間終了時にＥＵ及び英国において適用可能な共通基

準の水準より引き下げない」とする旨のいわゆる「後退禁止（non-regression）」条項が定められて

いることが注目される（議定書附属書４第2条第1項、第4条第1項）。 

他方、国家援助については、「公平な競争条件」へのコミットメントはより強固なものとなって

おり、英国に対して、ＥＵの国家援助規制への調和を継続して求める内容となっている。すなわ

                                                   
 30  力久（2020）、pp.48-49 参照。また、鶴岡（2020）、pp.50-51 参照。 
 31  Mclver et al. (2018), p.40.  
 32  HM Government (2018), “Explainer for the agreement on the withdrawal of the United Kingdom of Great Britain and 

NorthernIreland from the European Union”, 14 November 2018.  
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/759020/14_November_
Explainer_for_the_agreement_on_the_withdrawal_of_the_United_Kingdom_of_Great_Britain_and_Northern_Ireland_fro
m_the_European_Union.pdf>, (accessed 2021-02-05). 
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ち、（ⅰ）仮に「バックストップ」が発動された場合には、貿易と競争の不公正な歪みを防止する

ため、ＥＵの国家援助規制（議定書附属書８に掲げられた規定。実質的にＥＵの国家援助規制に

係る法全体をカバー。）が北アイルランド及び英国の残りの地域に引き続き適用される33。（ⅱ）英

国の機関によって供与された国家援助が北アイルランドとＥＵの「物」についての貿易に影響を

与える場合には、欧州委員会が引き続き国家援助規制を直接に執行する権限を保持する（議定書

第12条）34。（ⅲ）ＥＵの国家援助規制は、英国（の残りの地域）とＥＵとの間の「物」について

の貿易に影響を与える英国による援助措置についても適用されるが（議定書附属書４第7～15条）、

この場合には、国家援助は運営上独立した英国の機関（authority）によって直接執行される（議定

書附属書４第9条）35。（ⅳ）英国の裁判所は、国家援助規制に対する英国当局のコンプライアンス

を確保する権限や、英国の上記独立執行機関を監督する権限を有することとされる。同時に、欧

州委員会は英国裁判所における訴えの利益を有し、国家援助に関する案件について訴訟参加する

権利を有するものとする（議定書附属書４第11条）36。 

 

⑩メイ首相とＥＵとの間で合意された政治宣言 

 ここで、メイ首相とＥＵとの間で合意された「英ＥＵ将来関係枠組みを定める政治宣言」につ

いても触れておきたい。当該政治宣言は、序文及び第Ⅰ部（冒頭規定）、第Ⅱ部（経済パートナーシ

ップ）、第Ⅲ部（安全保障パートナーシップ）、第Ⅳ部（制度的及びその他の横断的な取決め）及

び第Ⅴ部（今後のプロセス）で構成されている（この構成については、後にジョンソン政権の下で

合意された政治宣言でも変わりはない。）。序文には、次のとおり、メイ首相（及びＥＵ）が将来

関係を構築するに当たって何を重視していたかが伺われる記述がある（4段）37。 

 

［英ＥＵ間の］将来関係は、各当事者の原則を考慮に入れつつ、権利と義務のバランスに基

づくものになる。このバランスは、ＥＵの意思決定の自律性を確保するものでなければならず、

特に単一市場と関税同盟の一体性及び４つの自由の不可分性に関して、ＥＵの原則と整合的で

なければならない。それは、また、英国の独立した通商政策の発展及びＥＵと英国との間の「人」

の自由移動の終了に関するものを含む、2016年の国民投票の結果を尊重する一方で、英国の主

権と自国の国内市場の保全を確保するものでなければならない。 

 

 また、第Ⅱ部（経済パートナーシップ）は、「物」についての貿易に関する目的・原則に言及す

る中で、ＥＵと英国が「できる限り密接な」貿易関係を持つという構想を掲げ（20段）、英国のＥ

Ｕ離脱の結果、「両当事者が別々の市場と異なる法秩序を形成する」こと、「国境を越えた『物』

の移動はこれらの市場の一体性と適切な機能に対するリスクを生じさせ得る」ことを指摘した上

で（21段）、次のとおり述べる（22段）。 

 

                                                   
 33  Seely et al. (2019), p.130.   
 34  Seely et al. (2019), p.130.   
 35  Seely et al. (2019), p.130.   
 36  Seely et al. (2019), p.132.   
 37  経済パートナーシップ（第Ⅱ部）の目的と原則を示している箇所でも類似の記述がある（17 段）。 
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しかしながら、国境を越えた「物」の移動を円滑化することを目的として、両当事者は、深

度ある規制上及び通関上の協力を結合させ、オープンで公正な競争のための「公平な競争条件

（level playing field）を確保する規定に支えられた、自由貿易圏を創造する包括的な取決めを構

想する。 

 

 このように、メイ首相は、「物」については（「公平な競争条件」の確保に目を配りつつ）規制と

通関手続に係る協力を進めた「自由貿易圏」を通じた「できる限り密接な」貿易関係を志向して

いる（これは、離脱協定に定める「単一関税領域」を基礎として発展させたものを想定している

（23段）。ただし、国境検査や行政手続がどのようなものになるかについては幅が生じ得る（28

段）。）。他方、サービス・投資については、ＥＵ・英国それぞれの「規制の権利を尊重しつつ」、両

当事者のＷＴＯ上のコミットメントを大きく上回り、既存のＥＵの自由貿易協定（ＦＴＡ）を進

展させたレベルの自由化の実現を目指している（29段）。また、金融サービスについては、ＥＵ及

び英国は、それぞれの規制上及び意思決定における自律性を尊重し（37段）、「同等性（equivalence）」

の評価（第三国の規制・監督の体制が関連する目的に照らして自己の体制と「同等」であると承

認するに当たっての評価）を2020年6月までに終えるよう努めることとしている（38段）。 

 メイ首相がＥＵとの間で合意した「政治宣言」は、「公平な競争条件」について、次のとおり述

べる（79段）。 

 

［英ＥＵ間の］将来関係は、オープンかつ公正な競争を確保しなければならない。これを確

保する諸規定は、国家補助、競争、社会・労働基準、環境、気候変動、及び関連租税事項（relevant 

tax matters）の分野をカバーすべきであり、離脱協定において定められた「公平な競争条件」の

取決めに基づいて展開され、全体的な経済関係とつりあったものであるべきである。両当事者

は、当該将来関係の範囲と深度に配慮し、関連する分野におけるコミットメントのまさにその

本質を考慮すべきである。これらのコミットメントは、適切で関連のあるＥＵ及び国際基準や、

実効的な国内実施（implementation）と、遵守確保（enforcement）及び紛争解決を確保する適切

なメカニズムを当該将来関係の一環（part）として結合させなければならない。 

 

英ＥＵ間の将来関係の構築に当たって、離脱協定の「公平な競争条件」関連規定をいわば「土

台」とする旨の記述があること、英国が考慮すべきコミットメントの本質について言及する文脈

で国際基準以外にＥＵの基準が示されていることが注目される点といえよう。 

 

(2) ジョンソン政権の下での離脱協定交渉等 

①ジョンソン首相の誕生と2019年8月19日付ジョンソン首相書簡 

 2019年7月24日、ボリス・ジョンソンが正式に新首相となり、首相官邸前（ダウニング街10番地）

で行った初のスピーチ38において、ブレグジットを「英国人民が、彼らが選ぶことができる（そし

て辞めさせことができる）人々によって彼らの法を制定してもらいたいとする、根本的な決断」

                                                   
 38  Boris Johnson’s first speech as Prime Minister: 24 July 2019 <https://www.gov.uk/government/speeches/boris-johnsons-

first-speech-as-prime-minister-24-july-2019>, (accessed 2021-02-16). 
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と位置づけて、その決断を尊重しなければならないとし、同年10月31日にＥＵを離脱することを

表明した。 

 ジョンソン首相は、トゥスク欧州理事会常任議長宛てに送付した2019年8月19日付書簡39におい

て、「バックストップ」の問題点として、３つの点を挙げている。第一に、「バックストップ」は反

民主主義的であり、英国の「主権」と相反する（inconsistent）、としている。北アイルランドとグ

レート・ブリテンとの間に実質的に規制上の境界を設けること、一方的に「バックストップ」を

終了させる主権的な手段がないこと、北アイルランドの人民が自らに適用される法に影響力を及

ぼせないことがその理由として掲げられている。第二に、「バックストップ」は、ＥＵとの持続可

能な長期にわたる関係のための英国にとっての望ましい最終目標（destination）と相反するもので

ある、としている（同書簡は、英国が（ＥＵ離脱及び移行期間終了後）単一市場と関税同盟を離

脱することを明記し、英国は世界クラスの環境、製品及び労働基準にコミットし続けるものの、

それらを実現する法や規制や潜在的にＥＵのものと乖離するものとなる、と述べている。既にこ

の時点で、後の将来関係協定交渉において「公平な競争条件（level playing field）」が最大の争点の

一つとなった素地ができているとみることができよう。）。第三に、「バックストップ」は、ベルフ

ァスト合意において体現されたデリケートなバランスを弱めるリスクがあることがますます明ら

かになってきている、としている。以上のように、ジョンソン首相はメイ首相とＥＵとの間で合

意された「バックストップ」を退け、メイ首相の採ってきた交渉方針を転換する姿勢を明確に示

している。もっとも、同書簡においては「バックストップ」に代わる具体的な方策は示されてい

ない。 

 

②ジョンソン首相とＥＵとの間で合意された離脱協定等 

 ジョンソン政権の下で2019年の夏から秋にかけてＥＵとの間で主として北アイルランド議定書

を対象とした再交渉が行われた結果、2019年10月17日、ジョンソン首相とＥＵとの間で修正され

た離脱協定と政治宣言について合意に達した。新たな離脱協定40の本文はほとんど修正されなか

ったことから、ここでは、北アイルランド議定書における修正点を中心に取り上げる（便宜上、

メイ政権の下で合意された北アイルランド議定書を「旧議定書」、ジョンソン政権の下で合意され

た北アイルランド議定書を「新議定書」という。）。 

 既に述べたとおり、旧議定書では、アイルランド島における「ハード・ボーダー」を回避する

ための他の恒久的な方法について移行期間終了時までに合意に至らず、当該方法を定めた協定が

締結・発効されない場合には、一時的な措置として英国全体をＥＵとの事実上の関税同盟（「単一

関税領域（single customs territory）」）にとどめることとしていた。これに対して、新議定書では、

英国はＥＵとの関税同盟を離脱し、ＥＵの共通通商政策によらず独自の通商政策を展開すること

ができるようになった。北アイルランドも（法的には）英国の関税領域の一部となり、英国が将

来締結する第三国との自由貿易協定（ＦＴＡ）の利益を享受できることになった（新議定書第4条

                                                   
 39  PM letter to Donald Tusk: 19 August 2019 

<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/826166/20190819_PM
_letter_to_His_Excellency_Mr_Donald_Tusk.pdf>, (accessed 2021-02-16). 

 40  Agreement on the withdrawal of the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland from the European Union 
and the European Atomic Energy Community [2019] OJ C 384 I/1. 
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参照）。 

他方、北アイルランドに入る「物」の関税について、その後ＥＵ域内に入る「リスク」の有無に

よって異なる関税率が適用されることになった（新議定書第5条）。具体的には、（ⅰ）北アイルラ

ンドに英国の他の地域から持ち込まれる「物」については、その後ＥＵ域内に入る「リスク」が

ない限り、関税がかからない、（ⅱ）第三国から北アイルランドに直接移動される「物」について

は、その後ＥＵ域内に入る「リスク」がない限り、英国の関税が適用される、（ⅲ）ＥＵ域内に入

る「リスク」がある「物」についてはＥＵの関税が適用される、とされた。北アイルランドには関

税に係るＥＵの規制（ＥＵ関税法典）が適用され、アイルランド島における税関検査は回避され

る一方、北アイルランドとグレート・ブリテン島との間で関税に係る事実上の境界線が引かれる

ことになった。 

 また、北アイルランドは、例えば、「物」についての技術的規制、農業や環境に係る規制、国家

補助等といった、一定のＥＵの単一市場のルールに服することとされた（新議定書第7条等。この

ことは、基本的に旧議定書と変わるところはない。）。これは、アイルランド島における「ハード・

ボーダー」を回避するためであるが、このことにより、北アイルランドと（単一市場から離脱し

た）英国との間で検査をする必要性が生じることになった。 

 さらに、新議定書は、「物」についての貿易に係る北アイルランド関連規定（新議定書第5～10

条）の適用継続の是非に関し、北アイルランド議会に対して「民主的同意」を表明する機会を提

供している（新議定書第18条）。具体的には、次の３つのケースがある（最初の議決は移行期間終

了から４年後。）。すなわち、（ⅰ）同議会において継続の決定が過半数でなされれば、更に４年間

当該規定の適用が継続される、（ⅱ）同議会において継続の決定が「コミュニティ横断的支持（cross-

community support）」によってなされれば、更に８年間適用が継続される（「コミュニティ横断的支

持」とは、ⅰ）「全体の過半数の賛成」かつ「北アイルランド議会のユニオニスト（英国の一体性に

重きを置く）とナショナリスト（アイルランド統一を志向）それぞれの過半数の賛成」、又は、ⅱ）

「全体の60％の賛成」かつ「ユニオニスト・ナショナリストそれぞれの40％以上の賛成」を意味

する。）、（ⅲ）同議会において過半数の賛成がない場合には、関連する期間の終了時の２年後に当

該規定の適用は終了する、と定められている。 

 このほか、旧議定書附属書４には、６つの分野（税制、環境保護、労働・社会基準、国家援助、

競争、国有企業等）について英国全体に適用される「公平な競争条件（level playing field）」関連規

定が盛り込まれていたが、新議定書においては削除された。一方で、ジョンソン政権の下で合意

された（法的拘束力のない）政治宣言には、英ＥＵ間の将来関係における「公平な競争条件（level 

playing field）」へのコミットメントに関する記述が盛り込まれている（ジョンソン政権の下で合意

された政治宣言は、別の項で取り上げることとする。）。このような変更点は、ジョンソン首相が、

英国が（ＥＵの規制に縛られずに）自国の規制を定める「自由」を重視していたことを反映して

いたものといえよう。 

 なお、「国家援助」については、「北アイルランドとＥＵとの間の貿易に影響を与える措置」に

関してＥＵの国家援助規制が適用されることとされた（新議定書第10条第1項（旧議定書第12条第

1項と同様の規定））。この場合には、ＥＵの欧州委員会が国家援助規制の遵守に係る権限を引き続
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き有することになる41。）。 

 

③英国国会での審議、総選挙、及びＥＵ離脱の実現 

 以上のように、新議定書は、（北アイルランドについてはＥＵの規制の適用を継続する一方で）

グレート・ブリテン島を確実に関税同盟・単一市場から離脱させるというジョンソン首相の方針

を色濃く反映したものとなり、保守党の強硬な欧州懐疑派はこれを支持する姿勢に回った。しか

し、（ⅰ）「合意なき離脱」となる事態を回避することを目的として、一定の場合に英国政府にＥ

Ｕに対する離脱期限の延期申請を義務付ける法律（欧州連合（離脱）法[第２]）が既に成立してい

たこと、（ⅱ）離脱協定（法案）を慎重に審議することを求める提案が承認されたことを受けて、

ジョンソン首相はＥＵに対して離脱期限の 2020 年 1 月末までの延長を申請することを余儀なく

された。こうした情勢の中で実施された 2019 年 12 月 12 日の総選挙において、「ブレグジットを

成し遂げる（“Get Brexit Done“）」姿勢を鮮明にした、ジョンソン首相が率いる保守党が圧倒的な

勝利を収め、2020 年 1 月 23 日に 2020 年欧州連合（離脱協定）法が成立し、2020 年 1 月 31 日に

英国はＥＵを離脱することとなった。 

 

３．ジョンソン政権の下での英ＥＵ間の将来関係に関する交渉 

 

(1) 英ＥＵ将来関係枠組みを定める政治宣言 

 既に触れたように、2019年10月17日、ジョンソン首相は、メイ前首相が2018年11月にＥＵとの

間で合意した離脱協定（以下、「旧離脱協定」という。）と政治宣言42（以下、「旧政治宣言」とい

う。）を修正する、新たな離脱協定と政治宣言に合意した（離脱協定と異なり、政治宣言には法的

拘束力はないとされている。）。この項では、ジョンソンとＥＵとの間で合意された政治宣言43（「Ｅ

Ｕと連合王国の間の将来関係のための枠組みを定める宣言」。以下、単に「政治宣言」又は「新政

治宣言」という。）を取り上げ、旧政治宣言との相違点にも言及する。 

 政治宣言は、序文及び第Ⅰ部（冒頭規定）、第Ⅱ部（経済パートナーシップ）、第Ⅲ部（安全保障パ

ートナーシップ）、第Ⅳ部（制度的及びその他の横断的な取決め）及び第Ⅴ部（今後のプロセス）

で構成されている。 

このうち、第Ⅱ部（経済パートナーシップ）は、物品貿易、サービス貿易・投資、金融サービス、

デジタル、資本移動、知的財産権、公共調達、人の移動、運輸、エネルギー、漁業といった分野を

扱っており、「グローバルな協力」や「オープンかつ公正な競争のための公平な競争条件（level 

playing field）」についての記述もある。第Ⅱ部の冒頭の「目的と原則」の項には、次のような記述

がある。 

 

                                                   
 41  See Curtis et al. (2019), p.49.  
 42  Political declaration setting out the framework for the future relationship between the European Union and the United 

Kingdom [2019] OJ C 66 I/185. 
 43  Political declaration setting out the framework for the future relationship between the European Union and the United 

Kingdom [2019] OJ C 384 I/178. 
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これを背景として、両当事者は、野心的で広範かつバランスのとれた経済パートナーシップ

を発展させることに合意する。このパートナーシップは総合的なものとなり、自由貿易協定を

含むとともに、両当事者の相互の利益がある、部門ごとのより広い協力を含む。それは、この

［第Ⅱ部］XIV節で示しているように、オープンかつ公正な競争のための公平な競争条件（level 

playing field）を確保する規定によって支えられることになる。それは、ＥＵの単一市場と関税

同盟及び英国の国内市場の一体性を尊重し、英国による独立した貿易政策の発展を認める一方

で、可能な限り両当事者間の貿易と投資を促進すべきである。（17段） 

 

上記のように、ＥＵと英国との間の経済パートナーシップは「自由貿易協定」を含むものであ

ることが確認できる（序章でも「自由貿易協定」を中核とすることが明記されている（3段）。）。

物品貿易について、旧政治宣言では「できる限り密接な」貿易関係を持つことが想定されていた

が（20段）、新政治宣言では、「自由貿易協定に基づく」「野心的な」貿易関係を持つことが想定さ

れている（19段）。 

また、北アイルランドとアイルランドとの間の「ハード・ボーダー」の回避のための措置につ

いて、メイ政権が旧離脱協定に盛り込んだ「バックストップ」がジョンソン政権の下で退けられ、

（北アイルランドを含む）英国全体として自由貿易協定を志向することになったことを受けて、

新政治宣言に修正が加えられている。すなわち、旧政治宣言に盛り込まれていた「バックストッ

プ」に関する記述（19段）や、及び（関税同盟と同じ意味を持つ）「単一関税領域（single customs 

territory）」に関する記述（23段）は、いずれも新政治宣言では削除されている。 

このほか、「物」についての貿易の「規制面」の項で、旧政治宣言には「英国は関連する分野に

おいてＥＵのルールに整合させること（aligning with Union rules）を考慮する」旨の記述があった

が（25段）、新政治宣言では削除された。一方で、経済パートナーシップを支える原則としての「公

平な競争条件（level playing field）」に関し、新政治宣言は次のとおり述べている（77段）。 

 

ＥＵと英国の地理的近接性及び経済的相互依存性に鑑みれば、［英ＥＵ間の］将来関係は、「公

平な競争条件（level playing field）」への強固なコミットメントを包含する、オープンかつ公正な

競争を確保しなければならない。コミットメントのまさにその本質は、［英ＥＵ間の］将来関係

の範囲と深度や経済的連結性（connectedness）とつりあったものであるべきである。これらのコ

ミットメントは、貿易の歪曲と不公正な競争優位を防止すべきである。その目的のために、両

当事者は、国家援助、競争、社会・労働基準、環境、気候変動、及び関連租税事項（relevant tax 

matters）の分野において、移行期間終了時にＥＵ及び英国に適用可能な共通の高い基準を支持

すべきである。両当事者は、特に不当な貿易及び競争の歪曲を防ぐ、競争及び国家援助の規制

の強固かつ包括的な枠組みを維持すべきであり、税制分野におけるグッド・ガバナンスの原則

及び有害税制（harmful tax practices）の抑制にコミットし、また、既存の共通基準が定める現在

の高い水準の環境、社会・雇用基準を維持すべきである。そうするとき、両当事者は、適切で

関連のあるＥＵ基準と国際基準に依拠すべきであり、実効的な国内実施（implementation）と、

遵守確保（enforcement）及び紛争解決を確保する適切なメカニズムを含めるべきである。［英Ｅ

Ｕ間の］将来関係はまた、パリ協定を含む、これらの分野における関連のある国際的に合意さ
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れた原則及びルールの遵守と実効的な実施を推進すべきである。 

 

上に引用した「公平な競争条件（level playing field）」に関する記述は、旧政治宣言における「公

平な競争条件（level playing field）」に関する記述（79段）と相当程度の類似性がみられる。英国が

望む経済パートナーシップの在り方が事実上の「関税同盟」であっても（メイ政権）、「関税同盟」

からの離脱を目指す「自由貿易協定（ＦＴＡ）」であっても、ＥＵが「公平な競争条件（level playing 

field）」の確保を英ＥＵ間の将来関係（協定）の必須の要素と位置付けるスタンスには変わりがな

いといえよう。ただし、後者については「ＥＵと英国の地理的近接性及び経済的相互依存性」が

ＥＵの主張の補強材料として強調されていることが特徴的とみることができるのではないだろう

か。 

第Ⅲ部（安全保障パートナーシップ）は、法執行・刑事司法協力、外交政策、安全保障及び防

衛、テーマ別協力（サイバー・セキュリティ、不法移民対策、テロ対策等）といった分野を扱って

いる。新政治宣言においては、「外交政策・安全保障・防衛」の項において、英国がＥＵ主導の危

機管理任務及び作戦に参加する場合に締結する「枠組み参加協定（Framework Participation 

Agreement）」について、「ＥＵの意思決定の自律性又は英国の主権を損なわない」ものとする旨の

記述が加わる（99段）など、英ＥＵ双方の自律性の尊重を明確にする修正があった。 

第Ⅳ部（制度的及びその他の横断的な取決め）は、英ＥＵ間の将来関係の構造とガバナンス（統

治）について述べている。例えば、英ＥＵ間の将来関係は包括的な制度的枠組みに基づくべきで

あるとし（118段）、「将来関係が適切に機能することを確保するために、［英・ＥＵ］双方は、それ

ぞれの法秩序の自律性を完全に尊重しつつ、定期的な対話の実施と、［将来関係の］管理・監督・

実施・見直し・発展のための強固で効率的かつ実効的な取決めを定めることにコミットする。」（122

段）としている。新政治宣言と旧政治宣言を比較すると、「紛争解決」の項において、ＥＵ司法裁

判所の果たす役割に関する記述が緩やかになっていることが確認できる。例えば、紛争解決のた

めに独立の仲裁パネルが設置された場合、一方当事者によってＥＵ法の解釈問題が提起されたと

きには仲裁パネル（arbitration panel）は当該問題をＥＵ司法裁判所に付託する仕組みが示されてい

るところ、旧政治宣言では「仲裁パネルは、ＥＵ司法裁判所による裁定（ruling）に従って紛争を

解決（decide）すべきである」旨明記しているが（134段）、新政治宣言では明記していない。 

 

(2)将来関係協定交渉における英国の立場 

 ジョンソン首相は、2020年2月3日、ＥＵとの将来関係に関する交渉に対するアプロ一チを示す

声明44を発表した。ジョンソン首相は、当該声明において、「いかなる協定（agreement）も、双方

の主権（sovereinty）及び私たちの法秩序の自律性を尊重するものでなければならない。それ故、

それは規制への整合（alignment）や英国法に及ぶＥＵ司法裁判所の管轄権、又は、英国の国境や

移民政策を含む、いかなる分野におけるスプラナショナル（超国家的）なコントロールを含み得

ない。」としている。 

 その上で、当該声明は、「このことは、実質的にすべての貿易をカバーする包括的な自由貿易協

                                                   
 44  UK/EU relations, Statement made by Prime Minister Boris Johnson on 3 February 2020.  <https://questions-

statements.parliament.uk/written-statements/detail/2020-02-03/HCWS86>, (accessed 2020-11-11). 
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定、漁業に関する協定、対内的な安全の分野において協力するための協定、及び航空・民間原子

力協力等の技術的な協定から成る一そろいの協定（a suite of agreements）を示すものである。これ

らはすべて、主権において対等なもの同士（sovereign equals）にふさわしいガバナンスと紛争解決

の取決めを有するべきである。」と続けている。 

 さらに、当該声明は、「その他の分野における将来の協力は、国際条約において管理される必要

はなく、まして共有された制度を通じて管理される必要はない。英国は、今後、ポイント制の移

民政策、競争及び補助金政策、環境、社会政策、調達、データ保護といった分野（これらに限定さ

れない）について、我々がそうしているように高い水準を維持しながら、別個の独立した政策を

発展させる。」としている。 

その後、英国政府は、2020年2月27日、「ＥＵとの将来関係：交渉に向けての英国のアプローチ

（以下、「英国交渉方針」という。）45」を議会に提出した。この英国交渉方針は、上記のジョンソ

ン声明において明らかにされた英国のアプローチを詳しく述べたものである。英国交渉方針には、

「[既に示された英国のＥＵとの将来関係のビジョンは、] 主権において対等なもの同士の間の友

好的な協力に基づく関係のビジョンであって、双方がお互いの法的自律性と自らの資源をふさわ

しいとみえる形で管理する権利を尊重するものである。何が起ころうとも、英国政府は、英国が

自国の法と政治生活をコントロールしない取決めの交渉をするつもりはない。それは、英国法を

ＥＵ法に整合させる義務や、ＥＵ司法裁判所を含むＥＵ諸機関が英国において管轄権を有するこ

とに合意するつもりはないことを意味する。」という記述がある（5段）。 

これらをまとめれば、英国の交渉アプローチは、英国の「主権」の尊重（ないし英国法秩序の

自律性の尊重）を主眼とし、（ⅰ）ＥＵの規制と英国の規制の連動性を断つこと、（ⅱ）ＥＵ司法

裁判所の役割（管轄権）を排除すること、及び（ⅲ）将来関係をすべて包括的にくくることなく、

政策分野ごとに切り分け、当該分野に応じたガバナンスのメカニズム（紛争解決制度を含む。）を

構築すること等を通じて、英国として独自かつ独立した政策決定ができるようにすることを志向

するものということができよう。 

  

(3) 将来関係協定交渉におけるＥＵの立場 

 ＥＵ理事会（閣僚理事会）は、2020年2月25日、欧州委員会の2020年2月3日付勧告に基づき、「英

国との新しいパートナーシップの交渉のための指令（以下、「ＥＵ交渉指令」という。）」46を採択

した。ＥＵ交渉指令は、「交渉の目的は、ＥＵ（及び関連があるところについてはEuratom（欧州原

子力共同体））と英国との間で、包括的、かつ、政治宣言で概略が示された関心分野をカバーする

新しいパートナーシップを築き上げることにある。それは、貿易と経済協力、法執行・刑事司法

協力、外交政策、安全保障・防衛及びテーマ別協力にわたる。構想されるパートナーシップは、

一貫した構造を形成すべきであり、全般的なガバナンスの枠組みに組み込まれるべきである。」（7

                                                   
 45  The Future Relationship with the EU: The UK’s Approach to Negotiations, CP211, presented to Parliament by the Prime 

Minister, by Command of Her Majesty, February 2020. 
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/868874/The_Future_Re
lationship_with_the_EU.pdf>, (accessed 2020-11-12). 

 46  Directives for the Negotiation of a New Partnership with the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, 
Annex to Council Decision authorizing the opening of negotiations with the United Kingdom of Great Britain and 
Northern Ireland for a new partnership, Brussels, 25 February 2020, 5820/20 ADD 1 REV 3, UK 3. 
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段）としている。既述の英国のアプローチと異なり、貿易から警察・刑事司法協力、あるいは外

交・防衛・安全保障に至るまですべての政策分野をカバーするガバナンス（統治）構造を念頭に

置いていることが特徴的である。 

 その上で、ＥＵ交渉指令は、当該パートナーシップが基づくべき一般原則及び主要な目標とし

て、とりわけ次のものを挙げている（10段）。すなわち、（ⅰ）ルールに基づく国際秩序、人権と法

の支配を守ること、労働者や消費者の権利保護及び環境保護の高い水準、気候変動との闘い、及

び自由で公正な貿易によって、繁栄と安全が向上させられることを認識すること、（ⅱ）これらの

一般原則を守るためにともに活動し、［当事者］の価値と利益に対する対内的・対外的脅威に抗し

て協力することに当事者がコミットすることを再確認すること、（ⅲ）権利と義務のバランス、及

び時の試練に耐える「公平な競争条件（level playing field）」を確保すること。このバランスは、Ｅ

Ｕの意思決定（decision-making）と法秩序の自律性を確保し、ＥＵの財政上の利益（financial interests）

の保護を確保するものでなければならず、特に単一市場及び関税同盟の一体性及び４つの自由に

ついて、関連する欧州理事会のガイドラインで示されたＥＵのその他の原則と整合的でなければ

ならないこと、（ⅳ）自然人の移動についての取決めに関して、構成国の間で完全な相互主義及び

無差別が確保すること、（ⅴ）シェンゲン圏でない第三国としての英国の地位、さらに、（構成国

と同一の義務に服さない）ＥＵの非構成国は構成国と同一の権利利益を享受することはできない

ことを反映すること、が挙げられている。 

これらの一般原則ないし目標には、ＥＵの自律性の保全に向けての強固な意思があらわれてお

り、特に単一市場の一体性を守ることに重きが置かれていることが注目されよう。その底流にあ

るのは、「ＥＵの構成国が単一市場から得る権利利益は、当該構成国が果たす義務とバランスがと

れたものとなっている」という認識であり、「関税なし・数量割当なしという条件でＥＵの市場へ

のアクセスを実現したいというのならば、ＥＵの単一市場の一体性・機能性を損なわないような

アクセスを前提とすべきであり、ＥＵのルールからの『乖離』によって得られる競争優位によっ

てＥＵの構成国が不利とならないように『公平な競争条件』を確保することが必須条件となる」

という論理であるということができる。 

 

(4)英国・ＥＵの交渉アプローチの違い（英国・ＥＵ交渉担当官の書簡） 

 英ＥＵ間の将来関係協定交渉に係る双方のアプローチの違いが象徴的に表れているのが、フロ

スト英主席交渉官がバルニエＥＵ主席交渉官宛てに送った2020年5月19日付書簡47である48。フロ

スト英主席交渉官は、当該書簡において、大要、次のように主張している。 

 

第一に、英国は自由貿易協定（ＦＴＡ）を中核とした一そろいの協定を求めており、単一市

場や関税同盟にとどまろうとしていない。したがって、英国の協定草案は関連する先例になら

                                                   
 47  Letter from David Frost to Michel Barnier, 19 May 2020. 

<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/886168/Letter_to_Mich
el_Barnier_19.05.20.pdf >, (accessed 2020-11-12). 

 48  なお、2020 年 5 月 19 日には英国政府が英ＥＵ将来関係協定草案を公表しているところ、上述のフロスト書

簡でもその旨の言及がある。それに先立つ 2020 年 3 月 18 日にはＥＵ側から英ＥＵ将来関係協定草案が公表さ

れていることから、当該フロスト書簡はその内容も踏まえたものであると推察される。 
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ってつくられている（例えば、ＦＴＡ草案は、ＥＵがカナダや日本と合意したものと非常に似

たものとなっており、漁業に関する協定草案は、ＥＵ・ノルウェー間の取決めと非常に似通っ

たものとなっているなど。）。このような現実を前提とすると、ＥＵが追加的な、バランスのと

れない、先例のない規定にこだわっていることには当惑させられる。 

第二に、我々は、ＥＵが追加的な規定を強く求めるだけではなく、既存のＦＴＡに盛り込ま

れている規定を複製することさえしようとしないことに驚いている。（例えば、ＥＵの協定案は、

（ＥＵがカナダ、オーストラリア、ニュージーランド、及び米国と合意又は提案している）適

合性審査の相互承認のための規定等を含まない。） 

第三に、「公平な競争条件（level playing field）」についてであるが、我々の協定草案は、「貿易

の歪曲及び不公正な競争優位を防止する」ために特別に設計された提案の包括的なセットを示

すものであり、これらの提案は、ＥＵが類似の国と既に合意した取決め（特にカナダとの間で

合意したＦＴＡ）にならったものである。 

ＥＵは、英国にそれ以上のものにコミットするように求めている。ＥＵの協定草案は、英国

をＥＵの法や基準に拘束し、当該規定の実施のために設立する必要がある機関を定めようとす

る、奇抜（novel）でバランスのとれない提案を含むものである。とりわけひどい例を挙げれば、

ＥＵのテキストは、英国がただＥＵの国家援助規制を受け入れることを求めるものであり、Ｅ

Ｕ（そしてＥＵのみ）が、英国が当該規制に違反した場合に当該貿易に関税を課すことを可能

とし、また、ＥＵ司法裁判所に特別の役割を与える遵守確保のメカニズム（enforcement 

mechanism）を英国が受け入れることを求めるものである。この規定はいかなる民主主義国家も

署名できないものであることをＥＵは理解しなければならない。というのも、それは、英国人

民が自らの産業を支援する自分たちのルールを自分たちの国会で決定できないことを意味する

ことになるから。 

  

上記の書簡を受けて、バルニエＥＵ主席交渉官は、フロスト英主席交渉官宛て書簡（返信）49を

送った（2020年5月20日公表）。バルニエＥＵ主席交渉官は、当該書簡において、大要、次のとお

り述べている。 

 

 第一に、2019年10月にＥＵがジョンソン英首相と合意した、ＥＵと英国間の将来関係のため

の枠組みを定める政治宣言のみが、ＥＵがならうところの先例である。ＥＵの野心は、包括的

な経済パートナーシップの一環として、いかなる物品についても関税なし、数量制限なしの自

由貿易協定を実現することである。もちろん、私たちの新しい通商関係は単一市場や関税同盟

における現状のように円滑なものにはなり得ない。これは、主権を有する独立した英国の選択

である。ＥＵは当該選択を尊重するが、そのような選択は結果を伴うものである。 

 ＥＵと英国は等しく「主権」を有し（equally sovereign）、そのようなものとしてそれぞれの市

場へのアクセスの条件を設定する。ＥＵがその他の文脈と事情においてその他の（しばしば非

                                                   
 49  Reply from Michel Barnier, Chief Negotiator, to David Frost, UK Chief Negotiator, 20 May 2020. 

<https://ec.europa.eu/info/sites/info/files/brexit_files/info_site/uktf20203060790_-_mb_-_reply_to_df.pdf>, (accessed 
2020-11-12). 
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常に異なる）パートナーに提案したか、認めたようないかなる利益を自動的に享受する資格は

ない。ＥＵが締結したすべての協定は、独自のものであり、固有の権利と義務のバランスを有

し、相手方と締結時期に合わせてあつらえたものである。ＥＵの通商政策においてモデルや統

一的な先例はない。ＥＵが相応した義務のない、単一市場の選択的な受益を受け容れないよう

に、ＥＵは過去の先例からのいいとこ取りを受け入れることはない。 

 第二に、貴兄は、特に乖離のみられるいくつかの分野に言及し、「公平な競争条件（level playing 

field）」の問題に焦点を当てている。 

 英国は、仮に競争が引き続き開かれた、公正なものであることを確保する保証を受け入れる

用意がないのであれば、ＥＵの単一市場への高度なアクセスを期待することはできない。私た

ちの地理的近接性と経済上の相互依存性を前提とすれば、ＥＵ・英国双方の消費者や企業の利

益のために、貿易の歪曲及び不公正な競争優位を防止する強固な「公平な競争条件」の保護手

段（safeguards）がなければならない。 

 このことは、国家援助、競争、社会・労働基準、環境、気候変動、及び関連租税事項（relevant 

tax matters）の分野において、移行期間終了時にＥＵ及び英国において適用可能な共通の高い基

準を支持することを意味する。それは、これらの基準の実効的な国内実施（implementation）や、

遵守確保（enforcement）・紛争解決のための適切なメカニズムも必要とするものである。これは、

英国が移行期間終了後にこれらの分野においてＥＵ法に拘束されることを意味するものではな

い。英国がより高い自国基準を設けるのは、引き続き完全に自由である。しかし、私たちには、

このことが実現するための具体的な相互の互恵的な保証（ concrete, mutual and reciprocal 

guarantees）が必要なのである。 

 第三に、法執行（警察）・刑事司法協力の分野に関して、ＥＵは、シェンゲン圏外の第三国に

そのような密接かつ広範な安全保障パートナーシップをかつて提案したことはない50。特に、英

国はシェンゲン・データベースへのアクセスを続けることを模索しているようであるが、その

ようなアクセスはＥＵの構成国が従うべき義務とリンクしたものである。これらは、その性質

上、基本権の保護に関して強い保護手段を必要とする分野である。ＥＵは、十分なデータ保護

基準のような保証を提供することを求める。 

 結論として、私たちの交渉の成功は、明確で同時並行の前進が、交渉のすべての分野にわた

ってなされる場合にのみ可能である。それは、「公平な競争条件」への関与及びコミットメント

及び適切なガバナンスのメカニズム、さらには、漁業に係る、バランスのとれた、持続可能な、

長期的取決め51を含むものである。 

 

上掲の２つの書簡から、交渉に臨むアプローチや合意に盛り込むべき事項について、英国とＥ

Ｕの交渉の顕著な立場の違いをみてとることができる。特に（ⅰ）ＥＵと第三国との間で合意（又

                                                   
 50  上述のフロスト書簡は、ＥＵの提案が前例のない密接な関係を提供しているというＥＵ側の主張について、

はるかに少ないデータをＥＵに提供し、相互の犯罪対策への関与の密接度が低いその他の第三国に対して提供

してきたものを超えるものではない、としている。 
 51  上述のフロスト書簡は、［移行期間が終了する］2020 年末における英国の漁場へのアクセスは現在と同じで

あるべきとするＥＵの立場は明らかに現実的でない、としている。 
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は提案された）既存の協定の規定を英ＥＵ将来関係協定のベースにすることが妥当か否か、（ⅱ）

（ＥＵの提案するような）「公平な競争条件」に関する規定を英ＥＵ将来関係協定に盛り込むこと

が適切か否か、という点をめぐって英ＥＵ間に厳しい緊張関係が生じていることが注目される。 

そこで、以下では、英ＥＵ間で最も厳しい対立がみられた争点の一つである、「公平な競争条件」

に関する争点を取り上げることとしたい。その際には、英・ＥＵそれぞれの英ＥＵ将来関係協定

構想において、（ⅰ）英ＥＵの基準（規制）をどの程度整合させることが求められているのか（移

行期間終了後の基準（規制）の「乖離」は、どこまで許容されているのか）、及び（ⅱ）合意内容

の遵守確保や紛争解決に係る制度はどのように設計されているのか、という２点に着目すること

したい。 

 

(5) 「公平な競争条件（level playing field）」 

①「公平な競争条件（level playing field）」が意味するもの 

 既に触れたフロスト英主席交渉官とバルニエＥＵ主席交渉官との間での書簡のやり取りでもう

かがわれるように、将来関係協定交渉においては、「公平な競争条件（level playing field）」の確保

について英国とＥＵとの間で厳しい対立がみられた。 

 「レベル・プレイング・フィールド（level playing field）」という用語を本稿では「公平な競争条

件」と訳しているが52、これは、そもそも何を意味しているのだろうか。その意味については、交

渉の当事者がどのような文脈で当該用語を使っているのかをみる必要があるが、とりあえず一般

的なイメージを描いておくことが有効である。Stojanovic（2020）は、「公平な競争条件」について、

次のとおり解説している53。 

 

「公平な競争条件（level playing field）」は、労働者の権利及び環境保護というような分野にお

いて、ある国の企業が他国のライバル企業を損なう（undercut）ことを防止するために主に用い

られる一そろいの共通ルール・基準に言及するところの貿易政策用語である。 

 公正かつオープンな貿易を確保することを超えて、「公平な競争条件」に係る規定は、持続可

能な発展や気候変動のコミットメント達成というようなその他の目的を支えることがある。 

 ＥＵの単一市場は、異なる国家の間で合意された「公平な競争条件」のもっとも発展した例

である。欧州委員会及びＥＵ司法裁判所は、これらのルールを監視・執行する責任がある。 

 

 上記解説を敷衍すれば、ＥＵにとって、「公平な競争条件」の確保は、単一市場の一体性を保全

する上でのキー・ポイントとなっていることができよう。 

「公平な競争条件」をめぐっては、「輸出国（例えば、英国）内で物品がどのような規制政策の

下で製造されたのか」が広く扱われ、「当該輸出国での緩やかな規制水準により輸出国の事業者が

コスト面で不当な競争優位を得ていないか」が問題とされる54。また、環境法・労働法及び遵守確

                                                   
 52  本稿で「公平な競争条件」というようにカギ括弧を付しているのは、level playing field という用語が一まとま

りの概念として使われていることを便宜的に表す趣旨であり、例えば原文において引用符等が付されているわ

けではない。 
 53  Stojanovic (2020). 
 54  庄司（2021b）注 2（pp.76-77）参照。 
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保のメカニズムの水準を切り下げることや、国内の事業者に対してより多額の政府補助金を交付

することが自動的に「公平な競争条件」違反を構成するわけではなく、基準の切下げ等は、関係

国間の貿易に影響を与えた場合にのみ不当な競争優位を構成する可能性がある、とされる55。この

ことは、裏を返せば、英国の規制政策が必ずしも英国の「国内問題」にとどまらないことがある

ことを示唆しているともいえよう。 

ただし、「公平な競争条件」が対象とする分野である社会・雇用政策、環境政策、補助金政策（不

利な立場に置かれた地域の開発を含む。）等が一義的には一国の「国内政策」の性格を有する側面

があることは事実である。将来関係協定（自由貿易協定）に「公平な競争条件」関連規定を盛り

込むことが、当該国の「国内問題」に係る自由度を「制限」するものと受け止められることも想

定されよう。特に「主権」の回復を英国の優先的課題として掲げる者にとってはなおさらである。

英国が上記の政策についてできるだけフリーハンドを持つべきである（ＥＵの規制への整合を強

制されるべきではない）という主張の底流にはこのような発想があるとみることもできる。 

 もっとも、「公平な競争条件」をめぐって英ＥＵ間に深刻な対立がみられた背景を知るには、Ｅ

Ｕが英国に対して求めた「公平な競争条件」の内容をより丁寧に確認する必要があろう。「公平な

競争条件」をどう確保するかについて唯一・絶対的な解を得ることは難しい。この点に関連して、

Morris（2020a）は、次のとおり述べている56。 

 

英国・ＥＵ双方とも、公正でオープンな競争と高い労働・環境基準を維持する原則を支持し

てきた。それでは、なぜ「公平な競争条件」は、当該交渉においてかくも議論を呼ぶ分野にな

りそうなのであろうか。課題（challenge）は、「公平な競争条件」に対するコミットメントを実

際にどう定義するかである。ＥＵは、「公平な競争条件」の一部として（as part of）特定の「実

質的な規定」に合意することを望んでいる。これは、両当事者がお互いを公正に扱うことを確

実にする大まかな約束を超えるものである。むしろ、それは、特定の法や基準に関する厳密な

コミットメントを含むものである。 

 

 続けて Morris（2020a）は、「公平な競争条件」の一部として英ＥＵ将来関係協定に盛り込まれ

得るコミットメントとして、大きく４つのカテゴリー（「一般的な原則」、「後退禁止（non-

regression）」、「同等性（equivalence）」、「整合（alignment）」）を挙げている57。Morris（2020a）の説

明を踏まえれば、これらは、おおむね次のように整理することができる。「一般的な原則」とは、

例えば、国際的な枠組みや基準といった、広い原則の支持に合意するものである。「後退禁止（non-

regression）」とは、該当する分野で少なくとも現在の保護水準を維持することにコミットするもの

である。これは、必ずしもお互いのルールへの整合を求めるものではない。広義には、単に、双

方が現在の保護水準を弱めないことにコミットすることを意味する。「同等性（equivalence）」とは、

（英国とＥＵが）現在と将来において対応する保護水準を維持することにコミットするものであ

る。これもまた、英国がＥＵのルールに従うことを求めるものではない。そのかわり、それは、

                                                   
 55  García (2020). 
 56  Morris (2020a), p.8. 
 57  Morris (2020a), p.9. 
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英国に対して少なくともＥＵと同じ保護水準を将来にわたって維持することを求めるものである

（ただし、英国は、異なる手段を通じてこの結果を達成することができる。）。「整合（alignment）」

とは、特定の政策分野で同じルールに従うことにコミットするものである。実際には、これは、

英国が該当する分野におけるＥＵ法に従い続けることを意味することになる。こうした整合は、

長期にわたってＥＵの立法と歩調を合わせるために協定（合意内容）をアップデートすることに

双方がコミットする場合には「動的」なものになり得る。 

このように、一口に「公平な競争条件」と言っても、その求める内容には様々なレベルのもの

があり、後述するように、対象分野ごとに異なる内容が議論されていることを確認することがで

きる。 

 なお、オープンかつ公正な競争を確保するために英国・ＥＵの基準（規制）をどこまでそろえ

なければならないかという論点は、（「公平な競争条件」の確保に係る）合意内容のガバナンスの

仕組み（英ＥＵそれぞれの実効的な国内実施の確保や英ＥＵ間の関係を処理する遵守確保・紛争

解決のメカニズム）をどのように設計するかという論点と密接にからむものである。将来関係協

定交渉においてもこれらの論点をめぐって英国とＥＵが厳しく対立することになった。また、「ガ

バナンス」については、ＥＵが（経済面と安全保障面の）パートナーシップ全体を対象とする横

断的なガバナンスの仕組みを志向するのに対して、英国は政策分野ごとのガバナンスの仕組みを

志向するというような根本的なスタンスの違いがあったことに留意する必要がある。 

 以上の点を念頭に置きつつ、次の項（３ ⑸ ②）では、「公平な競争条件」の確保という論点（オ

ープンかつ公正な競争を確保するための条件をどう定めるかという論点）をめぐって、英国・Ｅ

Ｕ双方がどのように交渉に臨んだのかを確認するために、ＥＵ交渉指令と英国交渉方針をみるこ

ととしたい。 

 

②「公平な競争条件」をめぐる英ＥＵの交渉アプローチ 

Ａ ＥＵの交渉アプローチ 

ＥＵ交渉指令は、時の試練に耐える「公平な競争条件」の確保を「構想されるパートナーシッ

プ」の依るべき「一般原則」として位置づけている（10 段）。その内容については、「Ⅲ．構想さ

れるパートナーシップの内容」「第Ⅱ部：経済分野」の「15. 公平な競争条件及び持続可能性」とい

う項において詳しい記述がみられる。そこでは、まず「公平な競争条件」の総論的な内容につい

て述べ、続けて政策分野ごとにどのような水準まで英国とＥＵの規制・基準をそろえなければな

らないか（そしてそれはどのような形で担保されるか）、といった具体的内容について述べている。 

ＥＵ交渉指令が示す「公平な競争条件」の「総論」に係る部分（94 段、95 段）は、政治宣言の

内容（前掲 77 段）を踏まえつつも、主に次のような点でＥＵの基準に依拠させる方向性をより強

めたものといえる。 

まず、第一に、政治宣言は「両当事者は、国家援助、競争、社会・労働基準、環境、気候変動、

及び関連租税事項（relevant tax matters）の分野において、移行期間終了時にＥＵ及び英国に適用

可能な共通の高い基準を維持すべきである。」（77 段）としていたのに対し、ＥＵ交渉指令は「構

想されるパートナーシップは、国家補助、競争、社会・労働基準、環境、気候変動、関連租税事項

（relevant tax matters）、及びこれらの分野における規制上の措置・慣行の分野において、共通の高
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い基準を維持し、また、ＥＵの基準を参考基準（reference point）とした、長期にわたって対応す

る高い基準を維持すべきである。」（94 段）としている。政治宣言では、移行期間終了時の基準の

下方修正（規制の緩和等）を認めないこととしていたのに対し、ＥＵ交渉指令は、移行期間終了

後についても英ＥＵ間で基準（規制）の水準の乖離が生じないように配意していることがうかが

われる。すなわち、ＥＵ交渉指令では、将来においてＥＵの基準の引上げ（規制の強化）がみら

れた場合には、英国がＥＵの基準を判断材料としてしかるべき対応をすることが求められている

ものとみられる。ただし、英ＥＵ間でどの程度基準（規制）をそろえなければならないかについ

ては、個別の政策分野によって幅がある（例えば、国家援助と労働の分野について後述。）。 

また、ＥＵ改正指令には、「公平な競争条件」を確保するためのガバナンスについても、政治宣

言よりも踏み込んだ内容が盛り込まれている。政治宣言では、「公平な競争条件」を確保するに当

たって、英国・ＥＵ（及び構成国）それぞれが実効的な国内実施を確保するとともに、英ＥＵ間

の関係を処理する遵守確保・紛争解決のメカニズムを設けるべきである、としていた（77 段）。Ｅ

Ｕ交渉指令では、「遵守確保・紛争解決のメカニズム」に「適切な救済措置（remedies）」が含まれ

ることを明記している（94 段）。これに加えて、ＥＵ交渉指令は、「ＥＵは、ＥＵの基準を参考基

準（reference point）として、関連分野における平等な競争条件の阻害に迅速に対応する、暫定的

措置を含む自律的な措置を適用する可能性を有するべきである。」と定めている（94 段）。ＥＵが

単一市場の一体性・機能性の維持を最重視していることの表れといえよう。一方で、①「公平な

競争条件」が確保されているか否かを判断するに当たってＥＵの基準を採用していること、②Ｅ

Ｕのみが自律的な措置をとることができること等に注目すれば、英国の立場からすれば相当に厳

しい交渉スタンスとなっているととらえることもできるのではないだろうか。 

さらに、ＥＵ交渉指令 95 段は、「構想されるパートナーシップにおいて、両当事者は、94 段で

言及されている分野において長期にわたって対応する高い基準の確保という目標を持ち、それぞ

れの保護水準を向上させ続けることにコミットすべきである。」とした上で、「構想されるパート

ナーシップ」の実施等に係る管理・監督や紛争解決の促進等を任務とする「運営機関（the governing 

body）」58に「追加的な分野を含めたり、将来にわたってより高い基準を定めたりするために「公

平な競争条件」に対するコミットメントを修正する権限を付与すべきである。」としている。 

ＥＵ交渉指令が規定する「公平な競争条件」の総論的内容は、以上のとおりである。続けてＥ

Ｕ交渉指令は、個別の政策ごとに求められる「公平な競争条件」の水準等を定めている（96～113

段）。その中でも「国家援助」については、ＥＵの基準と足並みを揃えなければならない程度とそ

の合意内容を担保するガバナンス（統治）の在り方において、最も厳格な形で「公平な競争条件」

の確保が求められるものとなっている。ＥＵ交渉指令は、次のとおり述べる（96 段）。 

 

構想されるパートナーシップは、ＥＵの国家援助規制を英国に対して／において（to and in）

適用することを確保すべきである。グレート・ブリテン島とＥＵとの間の貿易に影響を与える

英国による国家補助について、英国は、適用可能なルールを執行する実効的な権限を有する、

独立の、十分に資金が手当てされた執行機関（enforcement authority）を設立すべきであり、当該

                                                   
 58  EU 交渉指令 155 段。脚注 46 参照。 
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機関は欧州委員会と密接に協力して活動すべきである。英国における国家補助規制の適用に関

する紛争は、紛争解決[手続]に服すべきである。 

 

 上述のとおり、ＥＵ交渉指令では、実体面において、英国がＥＵの国家補助規制を適用するこ

とが求められている。さらに、手続面においても、ＥＵ交渉指令が定めるガバナンス・メカニズ

ム（実効的な国内実施と英ＥＵ間の遵守確保の両方を求めている。）の下で合意内容の遵守が求め

られている。ＥＵ法の解釈が問題となればＥＵ司法裁判所の管轄権が英国に及ぶ局面もあろう（そ

もそもガバナンス・メカニズムの制度設計においてはＥＵ法の自律性の保全が前提となる。）。こ

のような枠組みは、英国法の「自律性」に大きな影響を与えるものであり、「主権」の回復を政治

課題として掲げた英国にとっては受け入れがたいものになろう（実際、英ＥＵ将来関係協定が難

航する最大の要因の一つとなった。）。 

 上に述べた「国家援助」についての「公平な競争条件」の内容と比べて、その他の政策分野に

おける「公平な競争条件」の内容は、より緩やかなものとなっている。ここでは、一例として、

「労働及び社会的保護」という政策分野を取り上げることとする。 

まず、「公平な競争条件」の実体面であるが、ＥＵ交渉指令は、少なくとも、労働における基本

的な権利、労働安全衛生、公正な労働条件と雇用基準、企業レベルの情報と協議の権利、及びリ

ストラといった分野に関しては、「法令及び慣行（practices）によって定められた労働及び社会的

保護の水準は、移行期間終了時にＥＵ及び英国において適用可能な共通の基準の水準より下に引

き下げられないこと」を確保すべきである、としている（101 段）。これは、「移行期間終了時」の

ＥＵ・英国の基準が「公平な競争条件」のベンチマークとなることを意味する（「後退禁止（non-

regression）」基準）。 

 また、「公平な競争条件」の確保のためのガバナンスについては、ＥＵ交渉指令 102 段において、

「十分に資金が手当てされた国内当局、実効的な労務監査（labor inspections）の制度、実効的な行

政・司法手続」を通じて、英国のコミットメント（及び当該コミットメントを反映した法、規則

及び慣行）の実効的な履行（enforcement）を確保すべきである、と定めている。これは国内におけ

る実効的なガバナンスを求めているものとみられるが、他方、将来協定全体をカバーする紛争解

決手続に服する可能性が排除されているわけでもなく、英国側は、国内と英ＥＵ間の両方の制度

設計について、慎重なスタンスで交渉に臨んだものと推察される（例えば、ＥＵ法の解釈が問題

となった場合のＥＵ司法裁判所の関与の在り方が焦点となろう。）。 

 

Ｂ 英国の交渉アプローチ 

英国交渉方針は、「包括的自由貿易協定（ＣＦＴＡ）が中核となるべきである。」という基本ス

タンスを示し（序章 6 段）、「[包括的自由貿易協定（ＣＦＴＡ）]は、ＥＵが近年カナダその他の親

密な諸国と既に合意した自由貿易協定のラインに沿ったものであるべきである。……ＣＦＴＡは、

主に、漁業、法執行と刑事司法協力、輸送、エネルギーをカバーする、一連のその他の国際協定

によって補われるべきである……。これらすべての協定は、独自の適切かつ先例のあるガバナン

スの取決め（ＥＵ司法裁判所の役割はない）を有するべきである」としている（同 6 段）。そのた

め、（交渉の対象となる貿易協定が「関税ゼロ、数量制限なし」という大変野心的なものであるこ
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とを指摘しつつ）ＥＵと英国との間の高水準の経済的相互依存性、貿易量及び地理的近接性を根

拠として59、より厳格な形での「公平な競争条件」の確保を求めるＥＵ交渉指令と、（国家の「主

権」の尊重を前提として）ＥＵと第三国との間の既存の協定の規定を先例とすべきだとする英国

交渉方針では大きな乖離が生じることになった60。以下では、まず、ＥＵ交渉指令が最も厳格な内

容を示した「国家補助」の分野に対応する英国交渉方針の「第 20 章：補助金」の内容を確認し、

続けてＥＵ交渉指令の「労働及び社会的保護」の分野に対応する英国交渉方針の「第 26 章：貿易

と労働」の内容を確認する。 

 英国交渉方針の「第 20 章：補助金」は、「英国は、補助金を管理（control）する自国独自の制度

（its own regime）を有する」としている（64 段）。その上で「[包括的自由貿易協定（ＣＦＴＡ）]

は、ＷＴＯの補助金及び相殺措置に関する協定に定める通報要件を超えた補助金の交付（award）

に関する透明性に対する相互のコミットメント（reciprocal commitments）を含むべきである。当該

協定は、ＥＵ-日本ＥＰＡ（日ＥＵ経済連携協定）にならい、物品又はサービスに適用される自国

の領域内で与えられたいかなる補助金についても、他方の当事者に対し２年ごとに通報する両当

事者の義務を盛り込むべきである。当該協定はまた、両当事者の利益を害するとみなされるかも

しれないいかなる補助金についても協議を要請する権利を盛り込むべきである。」としている（64

段）。英国交渉方針において示された補助金規制の基準は、国際基準に参照しつつ、ＥＵと第三国

（日本）との間で締結された既存の協定にならうもので、英ＥＵ相互の基準を整合させるような

「公平な競争条件」は採っていない。既に述べたＥＵ交渉指令の定めとは異なり、将来にわたっ

てＥＵの国家補助規制を英国に適用させるような内容にはなっていない（「後退禁止（non-

regression）」基準への言及もされていない。）。 

 また、合意内容のガバナンスについて、英国交渉方針は、「ＣＥＴＡ（カナダＥＵ自由貿易協定）

及びＥＵ-日本ＥＰＡのような先例にならい、協議のコミットメントは、[包括的自由貿易協定（Ｃ

ＦＴＡ）]の紛争解決メカニズムに服すべきではない。」としている（65 段）。ガバナンスに係る制

度設計についても、ＥＵ交渉方針とは大きな乖離をみせているのである。 

 それでは、英国は、労働分野における保護水準（規制水準）の設定についてはどのような原則

に依るべきとしているのであろうか。英国交渉方針の「第 26 章：貿易と労働」には、次のような

記述がある（75 段）。 

 

[包括的自由貿易協定（ＣＦＴＡ）]は、貿易又は投資を促進するために労働法及び基準によっ

てもたらされた保護水準を弱めたり軽減したりしない相互のコミットメント（ reciprocal 

commitments）を盛り込むべきである。ＣＥＴＡのような先例にならい、当該協定は、当事者そ

れぞれが、労働に関する優先事項を設け、労働法を採択又は修正する権利を認めるべきである。

当該協定はまた、両当事者が国際労働機関（ＩＬＯ）の既存の原則と権利を再確認するコミッ

トメントを盛り込むべきである。当該協定は、対話とベスト・プラクティスの交換を含む、協

                                                   
 59  See, Future EU-UK Partnership: Question and Answers on the negotiating directives, European Commission, Brussels, 

25 February 2020. <https://ec.europa.eu/commission/presscorner/detail/en/qanda_20_326>, (accessed 2020-11-22). 
 60  英国交渉方針においては、「公平な競争条件（level playing field）」という用語は使われていない。このこと

は、「貿易の歪曲及び不公正な競争優位を防止する」などの目的を達成するに当たっては、ＥＵの提案とは別

の形を採るという英国のスタンスを表すものとみることができよう。 



  

 

 

 財務総研リサーチ・ペーパー 2021 年 8 月 24 日（No.21-RP-02）         p. 31 

 

力に係る規定を設けるべきである。 

 

 上でみることができるように、英国は、コミットメントの相互性を確認しつつ（「後退禁止（non-

regression）」基準の採用が示唆される）、英国（及びＥＵ）が自国の労働政策を自らの優先事項に

沿って策定する権利を留保している。英国の政策決定の自律性を保持するという意味での自国の

「主権」を強く意識した書きぶりとなっているといえよう。また、国際原則を参照していること

も英国交渉方針の特徴である。なお、上記の規定は、「ＣＥＴＡ、ＥＵ-日本ＥＰＡ及びＥＵ-韓国

[ＦＴＡ]のような先例にならい」、包括的自由貿易協定（ＣＦＴＡ）の紛争解決メカニズムに係る

規定の適用対象外とされている（76 段）。 

 

③英国・ＥＵの協定草案における「公平な競争条件」関連規定 

Ａ 英国・ＥＵの協定草案の公表等 

 英ＥＵ将来関係協定の交渉の過程において、2020 年 3 月 18 日にＥＵ側から「英国との新しい

パートナーシップに関する協定草案」61（以下、「ＥＵ側協定草案」という。）が公表され、2020 年

5 月 19 日には英国側から「包括的自由貿易協定（ＣＦＴＡ）草案」62（以下、「英ＣＦＴＡ草案」

という。）を含む複数の個別文書から成る英ＥＵ将来関係協定草案（以下、「英国側協定草案」と

いう。）が公表された63。ＥＵ側協定草案が単一の包括的な将来関係協定の形をとるのに対し、英

国側協定草案は、10 の協定64に係る草案から構成されている。 

 

Ｂ ＥＵ側協定草案における「公平な競争条件」関連規定 

(a)総論 

 ＥＵ側協定草案は、「第二部：経済及び貿易」において「第Ⅲ編：『公平な競争条件』と持続可能

性」という項目を立て、その一般原則に関する章（「第１章：一般原則」）と特定分野に係る具体

的内容に関する章（「第２章：『公平な競争条件』と持続可能性の特定分野」）を設けている。 

 「第１章：一般原則」の LPFS1.1 条［目標］は、「公平な競争条件」の確保の必要性等について、

1 項及び 3 項において次のとおり定めている。 

 

［ＥＵ及び英国］は、［ＥＵと英国］の間の「公平な競争条件」を確保する状況を築き上げる

ことが、ＥＵと英国の間の貿易及び投資が、オープンかつ公正な環境において、また、持続可

                                                   
 61  Draft text of the New Partnership with the United Kingdom, European Commission, 18 March 2020.  

<https://ec.europa.eu/info/sites/info/files/200318-draft-agreement-gen.pdf >, (accessed 2020-11-23). 
 62  DRAFT UK-EU Comprehensive Free Trade Agreement (CFTA), Prime Minister’s Office, UK Government, 19 May 

2020. 
<https://assets.publishing.service.gov.uk/government/uploads/system/uploads/attachment_data/file/886010/DRAFT_UK-
EU_Comprehensive_Free_Trade_Agreement.pdf >, (accessed 2020-11-23). 

 63  右で確認できる。< https://www.gov.uk/government/publications/our-approach-to-the-future-relationship-with-the-eu 
>, (accessed 2020-11-23). 

 64  英ＥＵ包括的自由貿易協定（ＣＦＴＡ）、漁業枠組み協定、航空運輸協定、民間航空安全協定、エネルギー協

定、社会保障調整協定、民間原子力協定、法執行及び刑事司法協力協定、同伴のない未成年庇護希望者移送協

定、及び無許可在留者再入国協定。このうち、ＣＦＴＡと民間航空安全協定については附属書草案が存在し、

合計して 12 の個別文書が公表されることになった。 
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能な発展に貢献するやり方で行われるために必要であることを認める。（1 項） 

 

［ＥＵ及び英国］は、［ＥＵ・英国の］パートナーシップが、それが貿易の歪曲及び不公正な

競争優位を防止し、持続可能な発展に貢献する場合にのみ、お互いに満足のいく形で利益をも

たらすことができる、という共通理解を支持する。その目的のため、［ＥＵ及び英国］は、国家

援助、競争、国有企業、税制、社会的及び労働者の保護（social and labour protection）、環境保護

及び気候変動対策の分野において高い基準を維持することを決意する。（3 項） 

 

 「公平な競争条件」の確保が必要な理由として、貿易の歪曲及び不公平な競争優位の防止のほ

か、持続可能な発展への貢献を掲げている点が注目される。 

 また、将来にわたっての「公平な競争条件」への取組みについて、LPFS1.1 条は、「［ＥＵ及び英

国］は、［第Ⅲ編：「公平な競争条件」と持続可能性］においてカバーされる分野における高い保護

水準を維持するという目標の下、それぞれの保護水準を向上し続けることへのコミットメントを

支持する。」としている（第 5 項）。その上で、ＥＵと英国の代表者から構成されるパートナーシ

ップ理事会（Partnership Council）が、（前掲 LPFS1.1 条第 3 項が定めている内容以上に）対象分野

を追加したり、より高い基準を設けたりする可能性があることとされている（第 6 条）。 

 一方、LPFS1.2 条［規制の権利及び予防原則］は、1 項において、ＥＵ・英国それぞれが規制を

決定する権利について、次のとおり定めている。 

 

［ＥＵ及び英国］は、［第Ⅲ編：「公平な競争条件」と持続可能性］においてカバーされる分野

における政策及び優先事項を決定するそれぞれの権利、自らが適切と考える保護水準を決定す

るそれぞれの権利、及び自らの法並びに政策を採択又は修正するそれぞれの権利を支持する。

そのような保護水準、法及び政策は、［第Ⅲ編：「公平な競争条件」と持続可能性］の下での［Ｅ

Ｕ・英国］それぞれのコミットメントと整合性を有する。 

 

 上でみるように、ＥＵ側協定草案は、ＥＵ法の自律性及び英国の法の自律性（規制の自律性）

を尊重したものとみることができる。ただし、英国（及びＥＵ）の政策決定が英ＥＵ間の合意に

より一定の制約を受けることを指摘することも忘れていない。以下では、「国家援助規制」と「労

働及び社会的保護」という２つの政策分野を取り上げ、①「公平な競争条件」の確保のためにＥ

Ｕの基準（規制）に英国がどこまで足並みをそろえることが求められているのか、②その実現を

担保するガバナンスの仕組みはどのようなものか、確認することとする。 

 

(b)国家援助規制 

 ＥＵ側協定草案は、「第二部：経済と貿易」「第Ⅲ編：『公平な競争条件』と持続可能性」「第２

章：『公平な競争条件』及び持続可能性の特定分野」に「第１節：国家援助規制」を設け、国家援

助規制の分野における「公平な競争条件」関連規定を置いている。 

まず、LPFS.2.1 条［一般規定］は、貿易と投資の不当な歪曲を防止する、国家援助規制の強固

かつ総合的な枠組みを維持することを目的として、英国が当該協定の附属書 LPFS-X にリストア
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ップされたＥＵの法・規定（acts and provisions）に対し、英ＥＵ間の貿易に影響を与える英国当局

の措置に関して、英国法上の効果を与えることとしている（1 項）。また、リストアップされた関

連規定に修正・置き換えがあった場合には、当該修正・置き換え後の関連規定に英国法上の効果

が与えられることになる（1 項後段）。 

 さらに、LPFS.2.2 条［国家援助規制の分野における新たな法又は規定］は、ＥＵが新たな法・

規定を採択し、それが本節の範囲に含まれる場合であって、附属書 LPFS-X にリストアップされ

た関連規定を修正したり置き換えたりするものではない場合、ＥＵは、「『公平な競争条件』と持

続可能性に関する専門委員会」（以下、「ＬＰＦＳ専門委員会」という。）において英国に対し、当

該法・規定を採択した旨通知することとしている（1 項）。この場合、ＬＰＦＳ専門委員会は、（i）

新たな法・規定を附属書 LPFS-X に追加する決定をするか、又は、（ⅱ）当該決定に関する合意に

達成しなかったときには、「第１節：国家援助規制」を良好に機能させる可能性を精査し、必要な

決定をとることとされている（2 項）。（ⅱ）の場合には、ＥＵが、LPFS.2.9.1(c)［暫定措置］に基

づき、適切な暫定措置をとる可能性があることを妨げないものとされている（2 項）。 

 以上をまとめると、次のようになる。すなわち、（ⅰ）英ＥＵ間の貿易に影響を与える英国当局

の措置については、当該協定の締結時に附属書にリストアップされたＥＵ法（規制）がそのまま

英国法（規制）としての効果を持つ。（ⅱ）当該協定後に当該ＥＵ法（規制）が修正されても自動

的にそれが英国の規制としての効果を持ち続ける。（ⅲ）附属書にリストアップされていなかった

新たなＥＵ法（規制）についても、ＬＰＦＳ専門委員会において合意が成立すれば、英国法（規

制）としての効果を持つ。（ⅳ）ＬＰＦＳ専門委員会において合意が整わない場合でも、ＥＵが一

方的に「適切な」暫定措置をとることができることから、新たなＥＵ法（規制）に英国法（規制）

の効果を与えるようにする圧力が英国に働くことになる。「公平な競争条件」の実体的基準として

は、国家補助規制の分野においては、将来にわたって変化し続けるＥＵの基準（規制）に英国の

基準（規制）を整合させることが求められていると整理することができよう。 

 それでは、上記の「公平な競争条件」の確保のためのガバナンスは、ＥＵ側協定草案において

どのように設計されているのであろうか。 

 LPFS.2.4 条［関連機関］は、英国が運営上独立した機関（「関連機関」）を設立又は維持しなけ

ればならないと定める（１項）。「関連機関」は、附属書 LPFS-X にリストアップされた法／規定に

基づき活動する欧州委員会の権限・機能と同等の権限・機能を有する（第 2 項）。国家援助規制の

分野における「公平な競争条件」の確保のための国内体制の整備を求めるものといえよう。 

 LPFS.2.6 条［英国の裁判所及び審判所］は、LPFS.2.1(1)［一般規定］に基づく英国当局の措置

に関して、英国は、国内裁判所が所定の権限（管轄権）を付与されることを確保する、と定めて

いる（1 項）。付与される権限としては、例えば、英国当局が LPFS.2.1(1)［一般規定］に基づく義

務を遵守することを確保する権限が挙げられている（LPFS.2.6.1(a)）。また、英国は、国内裁判所

が LPFS.2.6 条［英国の裁判所及び審判所］の第 1 項に基づく権限を行使しているときに、ＥＵ法

の概念の解釈問題、又は附属書 LPFS-X にリストアップされたＥＵの法・規定に言及しているＥ

Ｕ法の規定の解釈問題が生じた場合には、当該問題に係る先決裁定（preliminary ruling）をするこ

とをＥＵ司法裁判所に当該裁判所が要請できることを確保することとされている（2 項）。このと

き、ＥＵ司法裁判所はそのような裁定をする管轄権を有し、そのような裁定は付託を行った当該
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裁判所を拘束する（2 項）。 

 さらに、LPFS.2.8 条［協議］は、英ＥＵ間の貿易又は競争の不当な歪みの深刻なリスクにつな

がる形で関連規定（LPFS.2.1 条［一般規定］、LPFS.2.4 条［関連機関］、LPFS.2.5 条［関連機関］

又は LPFS.2.6 条［英国の裁判所及び審判所］）に国内法上の効力を与えているとＥＵが考える場

合には、お互いに合意できる解決策を探すことを目的として、ＥＵは、ＬＰＦＳ専門委員会にお

ける協議を要請することができる、と定める（１項）。仮にお互いに合意できる解決策が一定期間

内に実施されるに至らなかった場合などには、ＥＵは、適切は暫定措置をとることができる

（LPFS.2.9 条）。 

 このほか、国家援助規制の分野における「公平な競争条件」に係る英ＥＵ間の紛争（英ＥＵ将

来関係協定等の解釈及び適用に関するもの）は、当該協定が定める標準的な紛争解決手続（「第５

部：制度的及び横断的規定」の「第Ⅱ編：紛争解決」）の適用対象となっている（「第１章：一般規

定」の INST.9 条１項［範囲］。）。 

 このように、国家援助規制の分野については、将来関係についてのガバナンスについて、国内

における遵守確保から英ＥＵ間の紛争解決に至るまで、強固なメカニズムが設計されているとい

えよう。国家援助規制の分野においては、ＥＵ法（規制）からの乖離を認めないというＥＵの姿

勢が強く打ち出されているとみることができるのではないか。なお、Fella et al. (2020) は、国家補

助分野におけるＥＵ側協定草案の法文（text）が、（英国の「関連機関」とＥＵの欧州委員会との

協力が当該草案では任意とされていることを例外として）メイ政権がＥＵと合意した 2018 年の北

アイルランド議定書（「バックストップ」）と似ていることを指摘している65。 

 

(c)労働及び社会的保護 

 ＥＵ側協定草案は、第二部第Ⅲ編第２章に「第５節：労働及び社会的保護」を設け、労働・社会

分野66における「公平な競争条件」関連規定を置いている。 

 まず、LPFS.2.27 条［保護水準の後退禁止（non-regression）］は、「公平な競争条件」の実体的な

保護水準について、次のとおり述べている。 

 

当事者は、当該当事者の法及び慣行（practices）並びにその遵守確保（the enforcement thereof）

がもたらす労働及び社会的保護の水準を、移行期間終了時においてＥＵ及び英国において適用

可能な共通基準（common standards）、及びその遵守確保（their enforcement）がもたらす水準よ

りも弱めたり軽減したりするいかなる措置も採択又は維持してはならない。（1 項） 

 

 さらに、ＥＵ側協定草案は、将来においてＥＵ・英国の保護水準が引き上げられた場合に、新

たな保護水準からの「後退」を認めない「ラチェット条項」を置くなど、労働・社会分野における

保護水準の向上を図る「工夫」を施している。ただし、国家援助規制の分野とは異なり、ＥＵ法

                                                   
 65  Fella, Stefano, Ilze Jozepa, Sylivia de Mars, Joanna Dawson and Elena Ares. (2020), p.35. 
 66  「第５節」にいう「労働及び社会的保護」は、職場での基本権、職業上の健康及び安全、公正な労働条件と

雇用基準、企業レベルの情報と協議の権利、及びリストラクチュアリングをカバーする、とされている

（LPFS.2.27(2)）。 
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（基準ないし規制）に英国法上の効果を与えることまでは求めていない。具体的な規定振りは、

次のとおりである（LPFS.2.28 条［将来の保護水準］）。 

 

1. 各当時者は、その関連する法及び慣行（practices）並びにその遵守確保（the enforcement thereof）

を通じて、LPFS.2.27 条［保護水準の後退禁止（non-regression）］において言及した保護水

準より高く労働及び社会的保護の水準を引き上げるよう努める。 

2. 両当時者は、その関連する法及び慣行（practices）並びにその遵守確保（the enforcement thereof）

を通じて、LPFS.2.27 条［保護水準の後退禁止（non-regression）］において言及のある保護

水準より高く労働及び社会的保護の水準を引き上げた場合、いずれの当事者も、一方当事

者が引き上げた労働及び社会的水準と少なくとも同等の保護水準より低く、自らの労働及

び社会的保護水準を弱めたり軽減したりしてはならない。 

3. パートナーシップ理事会は、次のことを行うことができる。 

(a)  LPFS.2.27 条 1 項［保護水準の後退禁止（non-regression）］において言及のある保護水準よ

りも高い労働及び社会的保護水準を規定する基準を定めること 

(b)  LPFS.2.27 条 2 項［保護水準の後退禁止（non-regression）］において言及のある労働及び社

会的保護の概念に追加的分野を含めること 

 

一方、ＥＵ側協定草案は、（LPFS.2.27 条［保護水準の後退禁止（non-regression）］及び LPFS.2.28

条［将来の保護水準］で言及されている「遵守確保」を受けて）「遵守確保（enforcement）」に関す

る規定（LPFS.2.29 条［遵守確保（enforcement）］）を置いている。そこでは、ＥＵ・英国それぞれ

が「国内での実効的な遵守確保のために、透明性があり、十分に資金が手当てされた制度を設立

又は維持する」ことや、行政・司法手続の設立、救済措置の提供等を求めている。 

なお、国家援助規制の分野と同様、労働・社会分野の分野における「公平な競争条件」に係る英

ＥＵ間の紛争（英ＥＵ将来関係協定等の解釈及び適用に関するもの）は、当該協定が定める標準

的な紛争解決手続の適用対象となっている（INST.9 条１項［範囲］）。 

 

Ｃ 「公平な競争条件」をめぐる英国側協定草案の諸規定  

(a)総論 

 既に述べたとおり、2020 年 5 月 19 日、英ＣＦＴＡ草案を含む 10 の協定に係る草案から構成さ

れる英国側協定草案が公表された。既に触れたとおり、フロスト英主席交渉官は、同日付けのバ

ルニエＥＵ主席交渉官宛て書簡の中で、英国側協定草案では、貿易の歪曲及び不公正な競争優位

を防止するために特別に設計された提案の包括的なセットが示されている、としている。英国側

協定草案では、ＥＵの掲げる「公平な競争条件」という概念を使うことは回避されており、ＥＵ

のように「公平な競争条件」の対象としている各分野共通の「一般原則」を示し、関連規定をま

とめる構成も採っていない。そのかわりに、英国側は、英ＣＦＴＡ草案の複数の章67に分けて、貿

                                                   
 67  「第 21 章：補助金」、「第 22 章：競争政策」、「第 23 章：国営企業、国家独占、及び特別の権利又は特権を与

えられた企業」、「第 26 章：貿易と持続可能な発展」、「第 27 章：貿易と労働」、「第 28 章：貿易と環境」、及び

「第 29 章：関連租税事項」。庄司（2020）、54 頁参照。 
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易の歪曲及び不公正な競争優位を防止するための関連規定を置いている（このほか、気候変動に

ついては、エネルギー協定草案に関連の規定が置かれている。）。以下では、英国側協定草案が、

補助金分野及び労働分野において、どのような規定を置いているのか、確認することとしたい。 

 

(b)補助金 

 英国側協定草案の「第 21 章：補助金」の第 21.1 条［範囲及び定義］は、ＷＴＯの補助金及び相

殺措置に関する協定（ＳＣＭ協定）に依拠した形で「補助金」を定義していており、ＥＵ法の「国

家援助」の概念には言及していない。なお、ＳＣＭ協定は物品貿易に関する協定であるが、英国

側協定草案はサービス貿易まで補助金規律を及ぼすことを提案している68。 

 また、英国側協定草案の第 21.2 条［透明性］は、英国・ＥＵ各当事者が、２年ごとに、相手方

当事者に対して、自己の領域内で交付され又は維持されているいかなる補助金に関しても、当該

補助金の法的根拠、形態、及び額又は予算額を通報するものとする、と定めている。 

 さらに、英国側協定草案の第 21.3 条［補助金についての協議］は、補助金に関する協議につい

て、次のとおり定めている（農漁業産品に関する補助金については、別途、第 21.4 条［農漁業産

品に関する補助金についての協議］が定められている。）。一方当事者は、他方当事者によって付

与された補助金が自己の利益にマイナスの影響を与えているか、与えるおそれがあると考える場

合、他方当事者に対して懸念を表明し、当該事案に関する協議を要請することができる（第 1 項）。

当該要請を受けた当事者は、当該要請について十分かつ好意的な考慮を払うものとする（第 1 項）。

当該要請を受けた当事者は、当該要請をした当時者の利益に対する当該補助金のマイナスの影響

を除去又は最小化するよう努めなければならない（第 3 項）。 

なお、第 21.3 条［補助金についての協議］及び第 21.4 条［農漁業産品に関する補助金について

の協議］は、英国側協定草案第 33 章の紛争解決手続に服さないものとされている（第 21.8 条［紛

争解決］）。 

 このように、英国側協定草案は、主に、（ⅰ）ＥＵの国家補助規制に英国の補助金規律をそろえ

ることが求められていない（ＷＴＯのＳＣＭ協定を出発点としている）、（ⅱ）ガバナンスの仕組

みがかなり緩やかなものとなっている（特に、ＣＦＴＡの標準的な紛争解決手続には服さないこ

ととされている。）、といった点で、ＥＵ側協定草案と顕著な違いをみせている。 

  

(c)労働 

 英国側協定草案の「第 27 章：貿易と労働」の第 27.2 条［規制の権利及び保護の水準］は、次の

とおり定める。 

 

各当事者は、（本章における［コミットメント］を含む）労働に関する国際的なコミットメン

トに整合性のある態様で、労働に関する優先事項を決定し、労働に関する保護の水準を定め、

自己の法及び政策を採択又は修正する［英国・ＥＵそれぞれ］の権利を認識しつつ、自己の法

及び政策が労働に関する高い水準を定め奨励することを確保するよう努め、労働に関する高い

                                                   
 68  Jozepa et al. (2020), p.29. 
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水準をもたらすことを目標としてそのような法及び政策を引き続き改善するよう努める。 

 

 規制の権利を英国（及びＥＵ）のもとに留保していることが特徴的であり、労働に関する保護

水準の確保・改善の方向性の打ち出し方は、緩やかなものとみることができる。ただし、英国・

ＥＵそれぞれの規制の権利には、規定の文言上、国際基準との整合性との関係で制限がかかって

いる。実際に、英国側協定草案は、第 27.3 条［多国間の労働に関する基準及び協定］において、

国際労働機関（ＩＬＯ）の文書に掲げる目標の尊重等を掲げている。 

 また、英国側協定草案の第 27.4 条［保護水準の維持］は、次のとおり定める。 

 

1. 両当事者は、それぞれの労働に関する法及び基準が提供する保護の水準の緩和又は引下げ

を通じて貿易又は投資を奨励することが不適切であることを認識する。 

2. 当事者は、自己の領域内における貿易又は投資財産の設立、取得、拡張若しくは保持を奨

励するために、それぞれの労働に関する法及び基準について免除し、又は逸脱し、又はそ

のようにすることを申し出てはならない。 

3. 当事者は、貿易又は投資を奨励するために、一連の作為又は不作為を継続又は反復し、又

はそれぞれの労働に関する法及び基準の効果的な執行を怠ってはならない。 

 

 以上のように、英国側協定草案は「後退禁止」基準を採っているといえるが、保護水準を低下

させることの不適切さを「認識する」と定めるにとどめている。また、保護水準を低下させる具

体的な行為の禁止についても、それが貿易又は投資の奨励を目的としているときに限っているよ

うに読める規定振りとなっている69。 

 また、英国側協定草案は、英国・ＥＵそれぞれがしかるべき労働法の遵守及び実効的な履行を

確保することを求める規定を置いている（第 27.5 条［執行手続、行政手続、及び行政アクション

の見直し］）。当該規定は、ＣＥＴＡの第 23.5 条を引き写した形となっている。 

なお、本章（「第 27 章：貿易と労働」）に関する英ＥＵ間の紛争は、英国側協定草案第 33 章に

規定する標準的な紛争解決に服さないが、そのかわりに、本章を対象とする紛争解決手続が設計

されている（第 27.9 条［協議］、第 27.10 条［専門家パネル］、第 27.11 条［紛争解決］）。専門家パ

ネルの最終報告書において一方当事者が本章（「第 27 章：貿易と労働」）に基づく義務に従ってい

ないと決定された場合には、両当事者は適切な措置を特定すること等を目的として討議するが、

その討議（disucussions）において「両当事者は、最終報告書を考慮に入れる（take into account）」

とされるにとどまる（第 27.10 条 12 項）。 

 

Ｄ 小括 

以上、特に、国家援助／補助金と労働の分野という２つの政策分野を取り上げ、ＥＵ側協定草

案と英国側協定草案の内容を確認してきた。いずれの分野においても、英国は、ＥＵが主張する

「公平な競争条件」という概念を用いず、ＥＵがその他の第三国（特にカナダ）との間で締結し

                                                   
 69  See Jozepa et al. (2020), p.50. 
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た既存のＦＴＡに盛り込まれていない内容の規定は受け入れないという姿勢を貫いてきた。 

とりわけ国家援助／補助金の分野においては、（ⅰ）ＥＵ側が「（将来にわたって）ＥＵの基準

（規制）に英国法上の効果を与えること（実質上、英国がＥＵの基準（規制）を自国の基準（規

制）として採用すること）」を求めているのに対し、英国側が、少なくとも文言上、ＥＵと英国と

の基準（規制）の乖離を直接問題とする規定を置いていない、（ⅱ）ＥＵ側が新パートナーシップ

全体をカバーする紛争解決手続の対象に「国家援助規制」を含めることとしているのに対し、英

国側は補助金分野をＣＦＴＡの標準的な紛争解決手続の対象としていないなど、その内容に顕著

な違いがみられる。 

一方、労働分野においては、ＥＵ側は、英国がＥＵの基準（規制）を自国の基準（規制）として

採用することまでは求めていない。英国側にしても、（ⅰ）ＩＬＯに基づく「一般原則」基準と現

状からの「後退禁止」基準を設け、（ⅱ）ＣＦＴＡの標準的な紛争解決手続のかわりに労働分野を

対象とした紛争解決手続を設けているなど、補助金分野に係る規定内容とは温度差がみられる。 

いずれにせよ、将来において生じ得るＥＵと英国の基準（規制）の乖離にどのように対応する

かについて英国とＥＵの考え方が異なることは補助金分野と労働分野（及びその他の分野）に共

通している。これが、「公平な競争条件」をどのように確保するかをめぐって英ＥＵ間の交渉が難

航した理由の一つとなったとみられる。 

 

４．交渉結果とその評価 

 

(1)交渉結果 

①英ＥＵ貿易・協力協定（ＴＣＡ）の概要等 

Ａ 英ＥＵ間の合意成立等 

 2020年12月24日、英国とＥＵは、交渉担当者レベルで、英ＥＵ間の将来関係を規律する「貿易・

協力協定（Trade and Cooperation Agreement）」について基本合意に達した70（以下、当該協定を「Ｔ

ＣＡ」という。）。ＥＵの閣僚理事会は、欧州委員会の提案を受け、12月29日、ＴＣＡの署名及び

その暫定適用についての決定71を採択し、翌30日、ＥＵ側はミシェル欧州理事会常任議長とフォ

ン・デア・ライエン欧州委員長、英国側はジョンソン首相が署名を行った。そして、移行期間終

了目前の2020年12月末、英国では、ＴＣＡに国内法上の効果を持たせ、批准をするために必要と

なる「2020年欧州連合（将来関係）法（European Union (Future Relationship) Act 2020）72」が成立

し、これらを受けて、ＴＣＡは、2021年1月1日より暫定適用されることとなった。その後、2021

                                                   
 70  Trade and Cooperation Agreement between the European Union and the European Atomic Energy Community, of the 

one part, and the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, of the other part [2020] OJ L 444/14. 
 71  Council Decision (EU) 2020/2252 of 29 December 2020 on the signing, on behalf of the Union, and on provisional 

application of the Trade and Cooperation Agreement between the European Union and the European Atomic Energy 
Community, of the one part, and the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, of the other part, and of the 
Agreement between the European Union and the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland concerning 
security procedures for exchanging and protecting classified information [2020] OJ L 444/2. 

 72  European Union (Future Relationship) Act 2020. <https://www.legislation.gov.uk/ukpga/2020/29/enacted/data.htm>, 
(accessed 2021-03-30).  
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年4月27日にＥＵの欧州議会の同意を得た後（ＥＵの閣僚理事会は、2021年4月29日にＴＣＡを締

結する決定73を採択し、ＴＣＡは、2021年5月1日に正式発効するに至った74。なお、ＴＣＡは、離

脱協定に取って代わるものではなく、今後の英ＥＵ関係は、国際法上、離脱協定及びＴＣＡによ

って規律されることになる75。 

 

Ｂ ＴＣＡの構成等 

 ＴＣＡは、（政策分野によって濃淡はあるが、）広範な政策分野を対象としているものである76

（ただし、外交・対外的安全保障・貿易協力については、英国側の要望によりＴＣＡの対象外と

なった。）。ＥＵ側は、2020年12月24日付プレスリリース77において、ＴＣＡは、（ⅰ）自由貿易協

定（英国との新しい経済・社会的パートナーシップ）、（ⅱ）市民の安全（security）のための新し

いパートナーシップ、（ⅲ）ガバナンスに関する横断的な協定（時の試練に耐えうる枠組み）、と

いう主要３本柱から成る、と説明している。同プレスリリースは、上記（ⅰ）に関し、「当該協定

は、物品及びサービスの貿易だけではなく、投資、競争、国家援助、税の透明性、航空・道路輸

送、エネルギーと持続可能性、漁業、データ保護、及び社会保障調整というようなＥＵのための

広範な範囲のその他の分野をカバーしている。」とし、原産地規則を満たすことを要件に、「すべ

ての物品について、関税なし、数量割当なしを定めるものである。」と述べている。 

 

Ｃ 英ＥＵ関係の基礎としてのＴＣＡ 

 ＴＣＡは、英ＥＵ間の「広範な関係の基礎」を構築するものとされている（第1条）。さらに、Ｅ

Ｕと英国が両者間のその他の協定を締結する場合には、（当該協定に別の定めがない限り）当該協

定はＴＣＡへの「補充協定（supplementing agreements）」を構成し、そのような補充協定は、ＴＣ

Ａによって規律される包括的な両者間の関係の不可欠な一部となり、包括的な枠組みの一部を形

成する、とされている（第2条）。このことは、英ＥＵ関係の「再構築」という作業が現在の形のＴ

ＣＡで決着したわけではなく、その後の補充協定の締結によって発展する余地があることを示唆

しているといえよう78。いずれにせよ、英ＥＵ関係の包括的な枠組みを用意したという観点からは、

ＴＣＡに係る合意は意義あるものとみることもできよう（逆に、英ＥＵ関係の不安定性・不透明

性を表すものということもできよう）。 

                                                   
 73  Council Decision (EU) 2021/689 of 29 April 2021 on the conclusion, on behalf of the Union, of the Trade and 

Cooperation Agreement between the European Union and the European Atomic Energy Community, of the one part, and 
the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, of the other part, and of the Agreement between the European 
Union and the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland concerning security procedures for exchanging and 
protecting classified information [2021] OJ L 149/2. 

 74  Trade and Cooperation Agreement between the European Union and the European Atomic Energy Community, of the 
one part, and the United Kingdom of Great Britain and Northern Ireland, of the other part [2021] OJ L 149/10. 以下で

は、ＴＣＡの条文の番号は基本的に正式発効したものによることとしている。 
 75  庄司（2021a）参照。このほか、ＥＵが講じ得る一方的措置（unilateral measures）として、データ保護の十分

性認定、ＳＰＳ（衛生植物検疫措置）に係る第三国リスト掲載、及び金融サービスの同等性評価があり、交渉

の対象外とされていた。See European Commission (2020c). 
 76  ＴＣＡの本文は、①共通及び制度的規定、②貿易、輸送、漁業及びその他の取決め、③法執行及び刑事司法

協力、④テーマ別協力（健康セキュリティとサイバー・セキュリティ）⑤ＥＵの諸プログラムへの参加に関す

る取決め、⑥紛争解決及び横断的規定、⑦最終規定、という７つの部から構成されている。 
 77  European Commission (2020a).  
 78  庄司（2021a）参照。See also Green (2020).  
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 このほかにも、英ＥＵ関係が現在の形にとどまらず、ＴＣＡないし補充協定の改正によって今

後変わっていく可能性があることを示す規定がある。例えば、ＴＣＡにおいて設立されたパート

ナーシップ理事会（後述）は、ＴＣＡ及び補充協定にその旨の定めがある場合、すべての事項に

ついて決定を採択する権限と、ＴＣＡ及び補充協定の改正を決定により採択する権限を有するも

のとされている（第7条4項）79。また、英国及びＥＵは共同してＴＣＡの定期的レビューを５年ご

とに行うものとされているが（第776条）、これは（前述のパートナーシップ理事会による協定改

正のほか）５年ごとに大きな協定改正が行われる可能性があることを示唆しているものとみられ

る80。 

 なお、ＴＣＡの前文（PREAMBLE）の冒頭（1段）には、ＴＣＡ及び補充協定の「本質的要素

（essential elements）」を構成する、「民主主義の原則、法の支配、人権、大量破壊兵器の拡散防止、

気候変動に対する闘い（the fight against climate change）」に対するＥＵ及び英国のコミットメント

を確認する旨の既述がある。また、ＴＣＡの第六部［紛争解決及び横断的規定］の第Ⅱ篇［協力の

ための基礎］の第771条［本質的要素］は、「第763条1項［民主主義、法の支配及び人権］、第764条

1項［気候変動に対する闘い］及び第765条1項［大量破壊兵器の拡散防止］」はＴＣＡ及び補充協

定によって築かれたパートナーシップの「本質的要素」を構成する、と定めている。このように、

ＴＣＡにおいては、英ＥＵ間の関係の基盤となる共有された価値・原則が明記されている。特に、

気候変動対策への言及はすぐれて現代的なものであり、注目に値するといえよう。 

一方で、両当事者によるこれらの「本質的要素」に係る義務の履行を担保する規定も置かれて

いる。すなわち、第772条は、「仮にいずれかの当事者が、第771条において「本質的要素」として

示される義務について深刻かつ重大な不履行（a serious and substantial failure）が他方当事者によっ

てなされていると考える場合」、ＴＣＡ又は補充協定の全部または一部の運用を終了又は停止する

ことができる、と定めている81。 

 

Ⅾ ＴＣＡのガバナンスの制度的枠組み 

 ＴＣＡのガバナンスの制度的枠組みの要となるのは、パートナーシップ理事会である。パート

ナーシップ理事会は、ＥＵの代表と英国の代表によって構成され（第7条1項）、欧州委員会の委員

と英国政府の閣僚級の代表が共同議長を務める（第7条2項）。パートナーシップ理事会は、ＴＣＡ

及び補充協定の目標の達成を監督し、ＴＣＡ及び補充協定の実施及び適用を監督し、促進するも

のとする（第7条3項）。 

パートナーシップ理事会の下には、貿易パートナーシップ委員会、１０の貿易専門委員会（（ⅰ）

「物」、（ⅱ）税関協力及び原産地規則、（ⅲ）衛生植物検疫措置、（ⅳ）貿易の技術的障害、（ⅴ）

サービス、投資及びデジタル貿易、（ⅵ）知的財産権、（ⅶ）公共調達、（ⅷ）規制協力、（ⅸ）オー

プンかつ公正な競争及び持続可能な発展のための「公平な競争条件」、（ⅹ）付加価値税（ＶＡＴ）

                                                   
 79  庄司（2021a）参照。 
 80  庄司（2021a）参照。See also Green (2020).  
 81  上記の規定とは別に、「外交チャンネルを通じた書面による通知」により、英国・ＥＵはそれぞれ一方的にＴ

ＣＡ及び補充協定を終了させることができるとする規定も置かれている（第 779 条）。この場合、その終了の

理由は限定されていない。 
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及び租税・関税徴収における協力、という分野に関する貿易専門委員会。）、８つの専門委員会（（ⅰ）

エネルギー、（ⅱ）航空輸送、（ⅲ）航空安全、（ⅳ）道路輸送、（ⅴ）社会保障調整、（ⅵ）漁業、

（ⅶ）法執行及び司法協力、（ⅷ）ＥＵプログラムへの参加、という分野に関する専門委員会。）

があり（第8条）、さらに４つのワーキンググループがある82（第9条）。 

 パートナーシップ理事会は、既述したとおり、ＴＣＡ及び補充協定にその旨の定めがある場合、

すべての事項について決定を行う権限、ＴＣＡ及び補充協定を改正する権限を有するほか、例え

ば、（ＴＣＡに規定されているもの以外の）貿易専門委員会や専門委員会の設立、（既存の）貿易

専門委員会や専門委員会の解散及び任務変更を行う権限等も有する（第7条4項）。こうしたことか

らも、英ＥＵ関係の「再構築」が今般のＴＣＡ合意によって必ずしも完了したわけではなく、発

展（又は縮小）の余地を残しているということができる83。 

 

Ｅ 標準的な紛争解決の仕組み 

ＴＣＡは、英ＥＵ間でのＴＣＡ（及び補充協定）の解釈・適用に関する紛争を回避し、解決す

るための仕組みを定めている（第六部第Ⅰ篇）。ＴＣＡに定められている標準的な紛争解決の基本

的な流れは、大要、次のとおりになる。 

まず、仮に一方当事者（「申立当事者（the complaining Party）」）が、他方当事者（「被申立当事者

（the respondent Party）」）がＴＣＡ又は補充協定の義務に違反したと考える場合には、双方は、相

互に合意した解決策に達することを目的として、「誠意（good faith）」をもって協議（consultations）

に入ることで問題を解決するよう努めなければならない（第738条1項）。協議期間は30日間である

が、合意によって延長できる（第738条4項）。 

 解決策について合意できなかった場合には、申立当事者は、独立した仲裁審判所（an arbitration 

tribunal）の設置を要請できる（第739条1項）。当該仲裁審判所は、その設立から基本的に130日以

内に裁定を行う（第745条4項）。仲裁審判所の決定（decisions）及び裁定（rulings）は、ＥＵ及び英

国に対して拘束力を有する（第754条2項）。 

 仮に、被申立当事者が仲裁審判所の裁定に従わない場合、申立当事者は、補償（compensation）

又は協定に基づく義務の停止を要請できる（第749条［暫定的救済措置（Temporary Remedies）］）。

これは、特定の分野における違反があったと認められたときに一定の要件を満たせば違反があっ

た分野とは異なる分野における（申立当事者による）義務停止を認める、いわゆる他分野対抗措

置（cross-retaliation）を含むものである。第749条8項は、「款（Heading）」を越えた他分野対抗措置

を認めている。すなわち、仮に仲裁審判所が、ＴＣＡの「第二部［貿易、輸送、漁業及びその他の

取決め］」の貿易（第一款（HEADING ONE））、航空（第二款）、道路輸送（第三款）又は漁業（第

五款）における違反を認めたときに、当該違反が認められた同じ「款（Heading）」内の義務を停止

するのが実行可能でないか効果的ではなく、かつ、事情が十分に深刻であると申立当事者が考え

た場合には、その他の協定上の義務を停止しようとすることができる、とされている。 

 なお、ＴＣＡに定める英ＥＵ間の紛争解決の仕組みにおいては、ＥＵ司法裁判所の役割が排除

                                                   
 82  「貿易の技術的障害に関する貿易専門委員会」の下に３つのワーキンググループ、「社会保障調整に関する専

門委員会」の下に１つのワーキンググループが設立された。 
 83  See Green (2020).  
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されている。第754条5項は、いずれの当事者の裁判所も、ＴＣＡに基づく英ＥＵ間の紛争の解決

について管轄権を有さない、と定めている。また、第4条3項は、一方当事者の裁判所によるＴＣ

Ａ又は補充協定の解釈は、他方当事者の裁判所を拘束しない、と定めている84。これに対して、離

脱協定の下では85、仮に仲裁パネルの扱う紛争がＥＵ法の解釈に関する問題を含む場合には、仲裁

パネルは当該解釈についてＥＵ司法裁判所に付託するものとされている（離脱協定第174条）。 

 

(2)ＴＣＡにおける「公平な競争条件」関連規定の概要等 

①総論 

 ＴＣＡでは、「公平な競争条件」について、詳細かつ複雑な内容の規定を置いている。これは、

将来関係協定交渉において、（基本的にはＥＵ側協定草案を出発点としながらも）「主権」の回復

を旗印に掲げる英国と「単一市場の一体性」の保全等を旨とするＥＵとの間で、「公平な競争条件」

に係る争点をめぐる厳しい交渉を経て妥協がなされたことをうかがわせるものである。ＴＣＡの

「公平な競争条件」関連規定の中で中心的な部分を成すとみられるのが、第二部［貿易、輸送、

漁業、その他の取決め］の第一款［貿易］の第Ⅺ篇［オープンかつ公正な競争及び持続可能な発

展のための「公平な競争条件」］である。ここで注目されるのが、ＴＣＡにおいて「公平な競争条

件」に係る規定を置かれた趣旨に関し、第Ⅺ篇の第一章［一般的規定］の第355条4項が次のとお

り定めていることである。 

 

両当事者は、［英ＥＵ間の］経済的関係は、貿易又は投資の歪曲を防止することにより、また、

持続可能な開発に貢献することにより、オープンかつ公正な競争のための「公平な競争条件」

に関連するコミットメントが時の試練に耐える場合にのみ、相互に満足できるやり方で利益を

もたらすことができるという共通理解を確認する。しかしながら、両当事者は、本篇の目的は

両当事者の基準を調和することではないことを認める。両当事者は、本篇によってカバーされ

る分野におけるそれぞれの高い基準を維持し向上させることを決意するものである。 

 

このように、ＴＣＡでは、「公平な競争条件」に対する英国・ＥＵ双方のコミットメントの重要

性を強調する一方で86、第Ⅺ篇の規定は英国・ＥＵの基準（規制）を調和することを目的としてい

ないことが明記されているのである。 

第Ⅺ篇では、競争政策（第二章）、補助金（第三章）、国有企業等（第四章）、税制（第五章）、労

働及び社会的基準（第六章）、環境及び気候（第七章）、貿易及び持続可能な発展のためのその他

の手段（第八章）といった広範囲に及ぶ政策分野が対象とされている。「公平な競争条件」の確保

のための実体的基準や、遵守確保・紛争解決の仕組みは分野ごとに様相を異にするが、以下では、

                                                   
 84  第 4 条 1 項では、ＴＣＡの諸規定は「ウィーン条約において成文化されたものと含む、国際公法上の解釈の

慣習的なルール」に従い解釈されるものとする旨、確認されている。 
 85  離脱協定では、移行期間終了後（2021 年 1 月 1 日以降）もＥＵ法とＥＵ司法裁判所の役割が一定範囲におい

て存続することについて、庄司（2021a）参照。 
 86  この点は、ＥＵ側協定草案の LPFS.1.1 条が定める内容と重なるものである（本稿 32 頁）。なお、ＥＵと英

国の地理的近接性と経済上の相互依存性を重視し、ＥＵ・英国双方の消費者や企業の利益のために「貿易の歪

曲や不公正な競争優位を防止する強固な『公平な競争条件』の保護手段（safeguards）がなければならない」と

する、バルニエＥＵ主席交渉官の書簡参照（本稿 24 頁）。 
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補助金規制と労働及び社会的基準の２つの分野に焦点を当てる。また、ＴＣＡが労働・社会、環

境・気候保護及び補助金規制という分野において一方的な「均衡回復措置（rebalancing measures）」

に係る規定（第411条）を置いていることも取り上げることとしたい。 

 

②補助金 

Ａ 実体的なルール等 

 ＴＣＡでは、ＥＵ法で使われている「国家援助（state aid）」という用語を採用せず、「補助金

（subsidy）」という用語が使われることになった。これは、英国側の主張によるものとみられる87。

既述のＥＵ側協定草案にみられたように、ＥＵ法（規制）がそのまま英国法（規制）としての効

果を有するものとする規定を含めるまでには至らなかった。ただし、ＴＣＡにおける補助金規制

のルール（何が規制対象となる「補助金」を構成するかなど）の大部分は、ＥＵの国家援助規制

を反映していることが指摘されている88。 

 ＴＣＡの第二部第一款第Ⅺ篇の第三章第 363 条では、「補助金」の定義がされている。すなわち、

補助金とは、（ⅰ）両当事者の資源から生ずる、（ⅱ）一つまたはそれより多い経済主体（economic 

actors）に経済的優位をもたらす、（ⅲ）特定の物品又はサービスの生産との関連で他の者よりも特

定の経済主体を（法律上あるいは事実上）有利に扱う限りにおいて、「特定性」を有する、かつ、

（ⅳ）両当事者間の貿易又は投資に対する影響を及ぼすか、及ぼす可能性のある、資金面での援助

（assistance）を意味する、としている。「特定性」とはＷＴＯ法から採用されている用語であるが、

ＥＵ法における「選別性」（特定の企業又は個人を優遇するような措置の違法性を示すために使わ

れる。）と同じ役割を果たすように設計されている旨、指摘されている89。 

 ＴＣＡは、第 366 条 1 項において、すべての補助金に適用される一般的な原則を定めている。

第 366 条 1 項は、「仮に補助金が両当事者間の貿易又は投資に「実質的な影響（material effect）」を

及ぼすか、及ぼす可能性がある場合に補助金が交付されないことを確保する目的で、各当事者は、

補助金の交付が次の原則を尊重することを確保する実効的な補助金規制の制度を整備し、維持し

なければならない。」と定める。当該原則とは、a)補助金は、特定された市場の失敗を是正するた

め、又は、社会的な困難や分配上の懸念のような「衡平性原理（equity rationale）」に対処するため

の特定の公共政策目的を追求する、b)補助金は、比例性を有し、当該目的を達成するために必要な

ものに限定されている、c)補助金は、当該目的を達成する助けとなり、提供された補助金なしには

達成されなかったような経済主体の行動変容をもたらすように設計されている、d)補助金は、受

益者が補助金なしでも調達できた費用を通常補償すべきではない、e)補助金は公共政策目的を達

成する適切な政策手段であり、より歪曲的でない他の手段を通じて目的が達成できないこと、f)当

該目的の達成に向けての補助金の正の貢献（positive contributions）が、いかなる悪影響をも上回る

（特に両当事者の貿易又は投資に対する悪影響を上回る）、というものである。これらの原則につ

いては、ＥＵ（欧州委員会）の国家援助政策の研究家にはなじみのあるもの、という指摘がなさ

                                                   
 87  See Armstrong (2021).  
 88  See Peretz (2020).  
 89  Lydgate et al. (2021).  
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れている90。 

また、ＴＣＡは、第 366 条 2 項において、仮に両当事者間の貿易又は投資に実際に「実質的な

（material）」影響を及ぼすか、影響を及ぼす可能性がある場合、関連があるときは、両当事者は、

交付が禁止される補助金（又は条件付きの補助金）について第 367 条が定めた条件を適用しなけ

ればならない、と定めている。例えば、無制限の政府保証の形での補助金や、信頼性のある再建

計画が準備されていない場合などの経営不振の経済主体の再建のための補助金等は、その交付が

禁止されている。 

さらに、上掲の第 366 条 1 項及び 2 項に基づく義務が、自国法（英国法又はＥＵ法）における

補助金規制制度の設計上どのように実施されるかは、（個別の補助金の適法性が上記諸原則によっ

て決定されるような態様で当該義務が自国法において実施されることを各当事者が確保するとい

う条件付きで）各当事者（英国・ＥＵそれぞれ）が決定するものとされている（第 366 条 3 項）。

この条文に照らせば、英国の立場からみれば、ＴＣＡに掲げられた「原則」を尊重する限りにお

いて（そしてそれは多くの部分においてＥＵの国家援助規制のルールと実務を反映したものであ

るが）、自国の補助金規制の設計に当たって一定程度の自由度を得たとみることもできよう91。 

 

Ｂ 補助金規制に関する協議 

 ＴＣＡにおいては、補助金規制に関し、協議についての追加的規定（第 370 条）がある。当事

者（英国・ＥＵ）のいずれかは、他方当事者により補助金が交付されたか、他方当事者が補助金

の交付を意図しているとみなす場合であって、当該補助金が両当事者間の貿易又は投資に「悪影

響（a negative effect）」をもたらすか、もたらす可能性があるとみなすとき、他方当事者に対して、

第 366 条で言及された諸原則が当該補助金に関してどのように尊重されたかについて説明をする

よう要請できる（1 項）。 

当該要請を行った当事者は、要請した情報を受領後、依然として当該補助金が両当事者間の貿

易又は投資に「悪影響（a negative effect）」をもたらすか、もたらす可能性があるとみなす場合、

オープンかつ公正な競争及び持続可能な発展のための「公平な競争条件」に関する貿易専門委員

会内における協議を要請できる（4 項）。当該貿易専門委員会は、当該案件についての相互に満足

できる解決策に達するようあらゆる努力を尽くさなければならない（5 項）。 

 

Ｃ 国内的な遵守確保の仕組み 

ＥＵの国家援助規制の下では、ＥＵの構成国には欧州委員会に対して国家援助に係る届出をす

る義務があり、欧州委員会によって承認されない限り（そして承認されるまで）国家援助の実施

が認められないという仕組み（ex ante mechanisms）が採られている。ＴＣＡにおいては、英国は、

このような事前の通知プロセスにはコミットしていない92。一方で、補助金に係る「透明性」につ

いては、第369条でコミットしている。すなわち、ＥＵ及び英国は、公的なウェブサイト又は公的

なデータベースにおいて、補助金の交付の情報を６か月以内に（税制上の措置の形をとる場合は

                                                   
 90  See Peretz (2020).  
 91  庄司（2021b）、70 頁参照。See also Morris (2020b).  
 92  See Peretz (2020).  



  

 

 

 財務総研リサーチ・ペーパー 2021 年 8 月 24 日（No.21-RP-02）         p. 45 

 

１年以内に）公表することされている。また、英国においては、補助金の決定について裁判所に

審査を求めることを考えている利害関係者は、交付当局による（第366条に定める）諸原則の適用

について評価することを可能とし、法廷で争うか否かを決めることを可能とする追加情報を要請

できる93。 

第371条は、英国・ＥＵそれぞれがその補助金規制体制において「適切な役割（an appropriate role）」

を有する運営上独立した機関（authority）又は組織（body）を設立し、維持しなければならない、

と定めている（1項）。また、英国及びＥＵは、それぞれの独立した機関又は組織が、それぞれの

法的枠組みによって設けられた範囲内で、それぞれの職務内の共通利害事項についてお互いに協

力することを奨励しなければならない、とされている（同条2項）。このような「独立した機関」

は、ＥＵ側協定草案にあったLPFS.2.4条［関連機関］を想起させるが、ＴＣＡでは英国・ＥＵそれ

ぞれが自己の法体系の下で当該機関を設立・維持することとされていることが特徴的といえよう。

いずれにせよ、これは、英国にとって（後述の裁判所の権限の確保に係るコミットメントと並ん

で）重要なコミットメントであると位置付けることができよう。 

 第 372 条は、英国・ＥＵそれぞれが、その一般法・憲法と手続に従い、それぞれの裁判所又は

審判所が次の権限を有することを確保すべきである、と定めている。当該権限とは、a）第 3.4 条

［原則］を実施する当事者の法の遵守について、交付当局による補助金に係る決定、又は（関連

のある場合には）独立した機関による補助金に係る決定を審査する権限、b）独立した機関のその

他の関連する決定（及び不作為）の審査する権限、c）上記 a)又は b)に関連する実効的な救済措置

を課す権限（差止め、交付当局の行動の禁止又は要求、損害賠償の付与、受益者からの補助金返

還（recovery）を含む。）、及び d）利害関係者が英国・ＥＵいずれかの当事者の法に基づき補助金

に関して原告適格を有する場合、補助金に関連する利害関係者の訴えを審理する権限である。 

 なお、各当時者（英国・ＥＵ）は、他方当事者の一般的な法及び手続に従い、（必要な場合には）

当該裁判所の許可を得て、訴訟参加することができる（第 372 条 2 項）。ＥＵが、英国の補助金に

係るルールが機能していないとみなした場合には、本条の適用を検討することもあり得よう（逆

の場合も同じである。）94。 

 第 373 条は、英国・ＥＵそれぞれが、補助金に関する返還（recovery）の仕組みを整備しなけれ

ばならない、と定めている（1 項）。英国・ＥＵはそれぞれ、利害関係者が特定期間内に裁判所に

おいて補助金交付の決定について異議の申立てをした場合、裁判所が「実質的な法の誤り（a 

material error of law）」を認定したときには、補助金の返還を命令できるよう確保しなければならな

い、とされている（2 項）。これは、例えば、ある措置が補助金として扱われるべきであったのに

そうされなかったか、又は当該補助金に第 366 条に定める諸原則を誤って適用したという点で「実

質的な法の誤り」が認定された場合である。 

 

Ｄ 是正措置（remedial measures） 

 ＴＣＡにおいては、（英国・ＥＵいずれかの）補助金が英ＥＵ間の貿易又は投資に「著しい悪影

響（a significant negative effect）」をもたらすか、もたらす深刻なリスクがある場合に速やかに対応

                                                   
 93  See European Commission (2020b).  
 94  See Peretz (2020).  
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するために一方的な「是正措置（remedial measures）」に係る規定（第 374 条）が盛り込まれた。

ＥＵが英国の補助金に上述の問題があるとみなした場合の「是正措置」をめぐる基本的流れは、

次のとおりである（ＥＵと英国が逆の場合も同じ流れ。）。 

 まず、ＥＵは、英ＥＵ間の貿易又は投資に著しい悪影響をもたらすか、もたらす深刻なリスク

がある英国の補助金に関して書面により情報及び協議を要請できる（1 項）。 

 当該要請から 30 日以内に英国は書面により情報を提供しなければならず、ＥＵと英国は協議に

入らなければならない（2 項。協議期間は原則として 60 日間。）。 

 上記 1 項の書面要請の送付日より 60 日間経過した日以降、仮に英国の補助金が英ＥＵ間の貿易

又は投資に著しい悪影響をもたらすか、もたらす深刻なリスクがあるという証拠がある場合には、

ＥＵは適切な「是正措置」を一方的に講じることができる（3 項）。 

 著しい悪影響がもたらされる深刻なリスクの存在の評価は（単なる主張、推測、希薄な可能性

ではなく）事実に基づかなければならず（5 項）、著しい悪影響の存在の評価は（単なる推測、希

薄な可能性ではなく）信頼できる証拠に基づかなければならない（6 項）。 

 上記 3 項の「是正措置」は、著しい悪影響を是正するか、又はそのような影響の深刻なリスク

に対処するために厳格に必要かつ比例性を有するものでなければならない（8 項）。優先されなけ

ればならないのは、そのような措置がＴＣＡの機能を最も損なわないようにすることである（8項）。 

 上記 3 項の「是正措置」が発効した日から 5 日以内に、英国は、ＥＵによって講じられた「是

正措置」が上記3項又は8項と整合的でないか等を判断するよう仲裁審判所（an arbitration tribunal）

の設置を要請することができる（9 項）。仲裁審判所は、設置から 30 日以内に最終的な裁定をする

ものとする（10 項）95。 

 ＥＵは、自己に不利な認定がなされた場合には、遅くとも 30 日以内に、裁定に従うために講じ

た措置を英国に対して通知しなければならない（11 項）。 

また、上記 10 項の仲裁審判所の裁定がＥＵに不利な場合、英国は、ＴＣＡ又は補充協定に基づ

く義務の停止の適切な水準を仲裁審判所が判断するよう要請できる（ＥＵの「是正措置」が上記

3 項又は 8 項に著しく相反するとき。）そして、英国は、仲裁審判所に認められた義務の停止の水

準に従い、ＴＣＡ又は補充協定に基づく義務を停止できる（12 項）。 

以上の手続の流れをみると、「是正措置」の特徴的な点としては、「是正措置」を講じることが

できる権利は英国・ＥＵ相互に認められていること、「是正措置」に係るプロセスが相当に迅速化

されていること、「是正措置」が正当化されるハードルは低くはないようにみられること（今後の

運用にかかる部分が大きい。）が挙げられよう。 

 

Ｅ 紛争解決 

 ＴＣＡの標準的紛争解決の仕組みを定める、第六部［紛争解決及び横断的規定］の第Ⅰ篇［紛争

解決］の規定は、第 371 条［独立した機関・組織及び協力］及び第 372 条［裁判所及び審判所］

を除き、第二部第一款第Ⅺ篇の第三章［補助金規制］の解釈及び適用に関連する英ＥＵ間の紛争

                                                   
 95  仮に「是正措置」が発効してから 5 日以内に仲裁審判所の設置を要請しなかった場合でもなお、当事者（こ

の場合は英国）は、ＴＣＡの第六部に定められた仲裁手続を開始することができる（16 項）。  
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に適用される（第 375 条 1 項。ただし、同条 2 項は、仲裁審判所は原則として個別の補助金に関

して管轄権を有さないこと等を定める。）。 

 以上のように、ＴＣＡにおいては、補助金規制に関し、独立した機関と裁判所による国内的な

遵守確保、一方的な「是正措置」（仲裁審判所において争われ得る）、標準的紛争解決の仕組みに

よって、その実体的ルールの遵守確保が幾重にも図られている、といえる（これに加えて、後述

する「均衡回復措置（rebalancing measures）」も、英ＥＵ間の「公平な競争条件」を確保するため

のメカニズムとみることができよう。）。 

 

Ｆ 北アイルランド議定書との関係 

 既に述べたとおり、ＴＣＡは離脱協定に取って代わるものではなく、今後の英ＥＵ関係は離脱

協定及びＴＣＡによって規律される。したがって、「北アイルランドとＥＵとの間の貿易に影響を

与える措置」に関してＥＵの国家援助規制が適用される（離脱協定の北アイルランド議定書第10

条。この場合には、ＥＵの欧州委員会が国家援助規制の遵守に係る権限を有する。）。 

 北アイルランド議定書の第10条については、その適用範囲があいまいであることに懸念が示さ

れている。具体的には、北アイルランド議定書の第10条が、グレート・ブリテンと北アイルラン

ドの双方に影響をもたらす一般的な英国の措置や、北アイルランドにおいて間接的な影響がある

グレート・ブリテンの措置にも適用される可能性があることが指摘されている96。 

 

③労働及び社会的基準 

Ａ 実体的ルール等 

 既に見てきたように、労働及び社会的基準に関する保護水準をどのように保持するのかという

争点については、英ＥＵ間で顕著なアプローチの違いがあった。ＥＵは、将来においてＥＵ・英

国の保護水準が引き上げられた場合に、新たな保護水準からの「後退」を認めない「ラチェット

条項」を協定草案に盛り込むこと等により、将来においてもＥＵ・英国の保護水準の足並みを揃

えることを目指した。これに対して、英国が提示した協定草案は、保護水準を低下させることの

不適切さを「認識する」と定めるにとどめた。英国とＥＵが労働及び社会的基準の分野において

どの程度歩調を合わせるべきかが焦点の一つとなったということもできる。 

 ＴＣＡは、第二部第一款第Ⅺ篇の第六章［労働及び社会的基準］の第387条1項は、英国・ＥＵ

それぞれが、自己が適切とみなす、労働及び社会的基準に関する保護水準を決定する権利を認め

ている（第七章［環境及び気候］にも同様の規定がある（第391条1項））。 

一方で、ＴＣＡでは、労働・社会的基準及び環境・気候の分野において、「後退禁止」原則が採

用されることとされた（第387条2項、第391条2項）。第387条2項は、次のとおり定める。 

 

当事者は、自己の法及び基準の実効的な遵守確保を怠ることによる場合も含め、両当事者間

の貿易又は投資に影響を与えるような態様で、自己の労働及び社会的基準に関する保護水準を

                                                   
 96  See Peretz (2020). Peretz (2020)は、「第 10 条の範囲は、裁判所、そして究極的にはＥＵ司法裁判所が判断す

ることになる」と述べている。 
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移行期間終了時に実施されている水準よりも弱め又は低めてはならない。 

 

 これは、上掲の「後退禁止」条項の違反を立証するには、労働及び社会的基準の切下げの試み

が「両当事者間の貿易又は投資に影響を与える」ことを示す必要があることを意味するが、その

立証のハードルは非常に高い、という指摘がある97。 

 なお、将来に向けての保護水準の向上については、ＴＣＡの第387条4項において「当事者は、

本章で言及されているそれぞれの労働及び社会的基準に関する保護水準を高めるよう引き続き努

めなければならない。」と定められているが、ＥＵ側協定草案にあったような「ラチェット」条項

は存在しない。総合的にみて、将来において、英国とＥＵの間で、労働・社会分野における規制

の「乖離」が生じる可能性があるといえよう。ただし、後述するように、英ＥＵ間の著しい「乖

離」については「均衡回復措置（rebalancing measures）」が講じられる可能性もあることに留意す

る必要があろう。 

 

Ｂ 国内的な遵守確保等 

 ＴＣＡは、第388条において、上述の「後退禁止」条項の遵守確保（enforcement）のために、各

当事者（英国・ＥＵ）は、「国内での実効的な遵守確保のため制度」を整備・維持し、労働法及び

社会的基準の違反についての時宜を得た訴えを可能とする「行政的・司法的手続」が利用可能に

なることを確保し、また、「救済措置」や「制裁」を定めなければならない、としている。既に触

れたＥＵ側協定草案を基本的に踏まえた内容とみることができよう。 

 

Ｃ 協議及び紛争解決 

英国・ＥＵは、第六章［労働及び社会的基準］の適用に関する見解の相違に対処するため、対

話、協議、情報交換及び協力を通じてあらゆる努力を払わなければならない、とされる（第389条

1項）。 

また、第Ⅺ篇の第六章［労働及び社会的基準］の適用に関して英ＥＵ間で紛争が生じたときに

は、第六部第Ⅰ篇に定める標準的紛争解決手続にはよらず、第Ⅺ篇の第九章［横断的及び制度的規

定］の第408条［協議］、第409条［専門家パネル］及び第410条［「後退禁止」分野のための専門家

パネル］に定める手続のみに訴えることができるものとされている（第389条2項）98。当該協議及

び専門家パネルが関わる紛争解決手続の基本的流れは、次のとおりである。 

 英国・ＥＵいずれかの当事者は、第六章［労働及び社会的基準］に基づき生じたいかなる問題

に関しても、他方当事者に対して協議を要請できる（第408条1項）。協議は、要請の送付日から遅

くとも30日以内に開始されなければならず、当該問題の相互に満足できる解決に達することを目

的とする（同条1項、2項）。 

 
                                                   
 97  Morris (2020b).  
 98  第Ⅺ篇第六章［労働及び社会的基準］と同様に「後退禁止」条項が盛り込まれた第七章［環境及び気候］に

ついても、第 408 条、第 409 条及び第 410 条に定める手続のみに訴えることができるものとされている（第

396 条 2 項）。また、第八章［貿易及び持続可能な発展のためのその他の手段］については、第 408 条、第 409
条に定める手続のみに訴えることができるものとされている（第 407 条 2 項）。 
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 当事者は、第408条に基づく協議を通じて満足できるような対処がなされなかった問題について、

当該問題を精査するよう専門家パネルを招集するよう要請することができる（第409条1項）。 

 専門家パネルは、事実認定と当該問題に関する裁定（determinations）を示した中間報告書及び

最終報告書を出さなければならない（第409条9項）。 

専門家パネルは、その設置から100日以内（「125日以内」まで延長可能。）までに中間報告書を

出すこととされている（同条10項）。各当事者は、中間報告書の送付から25日以内に中間報告書の

特定箇所を見直すよう要請することができる（同条11項）。当該要請がない場合には、中間報告が

最終報告となる（同条12項）。 

 専門家パネルは、その設置から175日以内（「195日以内」まで延長可能。）までに最終報告書を

出さなければならない（同条13項）。 

 仮に専門家パネルの最終報告書が、「一方当事者が関連する章に基づく義務に適合していない」

という裁定をした場合には、両当事者は、最終報告の送達から90日以内に、実施されるべき適切

な措置について検討しなければならない（同条16項）。 

仮に、両当事者の間で講じられるべき措置について意見の一致がみられない場合には、申立当

事者は、専門家パネルが当該問題について裁定をするように要請することができる。専門家パネ

ルは、要請の送達から45日以内にその認定（findings）をしなければならない（同条18項）。 

さらに、第410条は、（「後退禁止」条項が盛り込まれた）第六章［労働及び社会的基準］及び第

七章［環境及び気候］の規定の解釈及び適用に関する英ＥＵ間の紛争について、第409条［専門家

パネル］が適用される、と定めている（1項）。その場合、第749条［暫定的救済措置］等が、必要

な変更を加えて適用される（2項）。例えば、仮に被申立当事者が専門家パネルの報告書とＴＣＡ

に適合する行動を起こさない場合、申立当事者は、第749条に基づき正当と認められた補償

（compensation）又は協定に基づく義務の停止を要請できるものとみられる（3項参照。）。これは、

「違反」があった分野とは異なる分野における義務停止を認める、いわゆる他分野対抗措置（cross-

retaliation）を含むものと考えられる。 

 なお、第409条9項は「［英国及びＥＵは、］仮に［専門家］パネルがその報告書において勧告を

行っている場合、被申立当事者はＴＣＡとの適合性を確保するに当たって当該勧告に従う必要が

ないという理解を共有する」、としている。しかしながら、上でみたように、ＴＣＡに基づく義務

にどのように従うかについて意見の一致がみられない場合の専門家パネルの役割に関する規定が

設けられていることや、（労働及び社会的基準、環境及び気候の分野において、被申立当事者が義

務に反していると申立当事者が判断する場合には）第六部に定める暫定的救済措置に訴える選択

肢も存在するという制度設計になっていることに鑑みれば、専門家パネルの果たすべき役割には

一定程度の重みがあるとみることができよう99。 

以上のように、ＴＣＡにおいては、国内的な遵守確保、専門家パネルが関わる紛争解決の仕組

み（「暫定的救済措置」の適用にもつながる可能性がある。）によって、労働及び社会的基準の保

持が図られている（実体的なルールとして「後退禁止」原則が明記100。）、といえる。また、補助金

                                                   
 99  See Fella (2021), p.41. 
 100  なお、ＴＣＡは、第Ⅺ篇第８章［貿易及び持続可能な発展のためのその他の手段］において、ＩＬＯ条約や

宣言などの多国間の労働基準・協定を示し、それらに関する英国・ＥＵのコミットメントを確認する規定が置
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規制の場合と同様、英ＥＵ間の「公平な競争条件」が確保するためのメカニズムとして、「均衡回

復措置（rebalancing measures）」がＴＣＡに盛り込まれたことも注目に値する。 

 

④均衡回復措置（rebalancing measures） 

Ａ 総論 

これまでみてきたとおり、英ＥＵ間の将来関係交渉においては、将来において英ＥＵ間で生じ

得る基準（規制）の乖離についてどう対処すべきかが争点の一つとなっていた。ＴＣＡは、第411

条において、英ＥＵ間の著しい「乖離」（significant divergences）の結果として英ＥＵ間の貿易又は

投資に「実質的な影響（material impacts）」が生じている場合に英国・ＥＵいずれもが講じること

ができる「均衡回復措置（rebalancing measures）」について定めている。まず、第411条1項は、次

のように定める。 

 

両当事者は、各当事者が、労働及び社会、環境及び気候保護に関して、又は補助金規制に関

して、本協定［ＴＣＡ］に基づくものを含め、各当事者の国際的なコミットメントと整合性を

有する態様で、将来の政策及び優先事項を決定する権利を認める。同時に、両当事者は、これ

らの分野における著しい乖離（significant divergences）が、本協定［ＴＣＡ］の締結のための基

盤を形成した事情を変化させる態様で、両当事者間の貿易又は投資に影響を与え得る可能性が

あることを認識する。 

 

 続けて、第411条2項は、次のように定める。 

 

仮に1項で言及された分野における両当事者間の著しい乖離（significant divergences）の結果と

して英ＥＵ間の貿易又は投資に「実質的な影響（material impacts）」が生じている場合、いずれ

の当事者もその状況に対処するために適切な「均衡回復措置（rebalancing measures）」を講じる

ことができる。そのような措置は、その範囲と期間に関してその状況を是正するために厳格に

必要かつ比例性を有するものでなければならない。優先されなければならないのは、そのよう

な措置が本協定［ＴＣＡ］の機能を最も損なわないようにすることである。当事者によるこれ

らの影響の評価は、信頼できる証拠に基づかなければならず、単に推測又は希薄な可能性に基

づくものであってはならない。 

 

 ＥＵは、ＴＣＡに関するＱ＆Ａにおいて、上記の「均衡回復措置」を適用する可能性があるケ

ースとして次のような例を挙げている101。すなわち、一つの例として、一方当事者が、労働又は

社会的基準、環境又は気候に関連する保護水準を他方当事者の水準よりもかなり引き上げたとき

の状況（生産費の増加を伴い、それ故競争劣位をもたらす可能性がある、とする。）を挙げており、

別の例として、一方当事者が、貿易を歪曲する補助金の供与を防止することがシステマチックに

                                                   
いている（第 397 条、第 399 条参照。）。See Hallak (2021), p.3. 

 101  European Commission (2020b).  
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（systemically）できないような補助金規制の制度を有し、それが当該当事者にとっての競争優位

をもたらすような状況を挙げている。これらの例は「均衡回復措置」が問題となる局面の具体的

なイメージを想起するのには有効であるが、より具体的な第411条2項の適用に当たっては様々な

論点が生じるものと考えられる。 

例えば、当該規定は、（ⅰ）労働・社会、環境・気候保護又は補助金規制という分野における「著

しい乖離（significant divergences）」とはどのようなものを指すのか（複数形であることに留意。）、

（ⅱ）「実質的な影響」が生じている場合とはどのような場合なのか、（ⅲ）「そのような状況を是

正するために」とはどのような状況なのか、（ⅳ）結局のところ、講じることができる「均衡回復

措置」とはどのような内容のものかという点において、必ずしも一義的な答えを用意していない

102。ＴＣＡにおいて第Ⅺ篇の目的は基準を「調和」することではないと定めていることに注目し、

「実際に問題となるのは『実質的な影響（material impacts）』であって、立法の単一のパーツが著

しい影響を及ぼし得たとしても、立法の複数の新たなパーツを組み合わせることによって全体で

は影響がゼロとなるかもしれない」とする指摘もある103。実際に英国・ＥＵのいずれかが「均衡

回復措置」を講じようとするときには、これらの争点などについてどう考えるかが問題となるの

ではないかとみられる。 

  

Ｂ 基本的な手続の流れ 

 「均衡回復措置」を講じようとするときの手続は、第411条3項において定められている。その

基本的な手続の流れは、次のとおりである。 

関係当事者は、他方当事者に対して、関連するすべての情報を提供し、パートナーシップ理事

会を通じて、講じようとしている「均衡回復措置」を遅滞なく通知する。両当事者は直ちに協議

に入るものとされているが、この協議は、上記通知から14日以内に終了するものとみなされてい

る（3項(a)）。 

 仮に双方にとって受け入れ可能な解決がみつからない場合は、関係当事者は、通知を受けた当

時者が5日以内に仲裁審判所の設置を要請しない限り、協議の終了から早くて5日間経過した後に

「均衡回復措置」を講じることができる（3項(b)）104。 

 仲裁審判所は、その設置から30日以内に最終的な裁定をしなければならない。仮に当該期間内

に最終的な裁定を行わなかった場合は、関係当事者は、当該30日間の終了から早くて3日間経過し

た後に「均衡回復措置」を講じることができる。他方当事者は、仲裁審判所が裁定を行うまで比

例的な対抗措置（countermeasures）を講じることができる（3項(c)）。 

 仮に仲裁審判所が、「均衡回復措置」が第411条2項と整合性を有すると認定した場合には、関係

当事者は、当該「均衡回復措置」を講じることができる（3項(d)）。 

                                                   
 102  See Lydgate et al. (2021), Hallak et al. (2021).  
 103  Hallak et al. (2021), note12, p.14.  
 104  この場合、仲裁審判所の設置のための第六部の紛争解決規定に基づくことになるが、迅速なプロセスを定め

た第 760 条［是正措置及び均衡回復（rebalancing）のための特別手続］が適用される。また、仮に関係当事者

から均衡回復措置を講じようとしている旨通知された当事者が第 411 条 3 項(b)に基づく期限内に仲裁審判所の

裁定を要請しなかった場合でもなお、当該当事者は、第六部に定める仲裁手続を開始することができる（第

411 条 3 項(h)。この場合、第 744 条［緊急手続］が適用される。）。  
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 仮に仲裁審判所が、均衡回復措置が第411条2項と整合的でないと認定した場合には、関係当事

者は、提案した均衡回復措置を撤回又は調整する必要があり、裁定の送達から3日以内に他方当事

者に対して何をしようとしているかを通知しなければならない。仮に申立当事者が通知された措

置が仲裁審判所の裁定を遵守していないとみなした場合には、第六部の紛争解決の関連規定（第

748条2項［コンプライアンスに係るレビュー］、第749条［一時的な救済措置］、及び第750条［暫

定的救済措置が講じられた後にコンプライアンスのために講じられた措置のレビュー］）が必要な

変更を加えて適用されるものとする（3項(e)）。 

 以上のように、英国・ＥＵのいずれかが「均衡回復措置」を講じようとした場合であって他方

当事者がその当否を仲裁審判所において争おうとしたときには、多くの論点が非常に短いタイム・

スパンにおいて審理されることが想定される105。さらに、仲裁審判所の裁定がされる前に「均衡

回復措置」が講じられる可能性がある。ただし、「均衡回復措置」は、まれなシナリオでしか利用

されないであろう、という指摘がある106。 

 

Ｃ ＴＣＡの第一款［貿易］のレビュー 

 ＴＣＡの第411条4～11項は、ＴＣＡの第一款［貿易］の規定全体のレビューが行われる可能性

があることを定めている。当該レビューの基本的流れは、次のとおりである。 

まず、第411条は、「ＴＣＡにおいて両当事者によってなされるコミットメントの適切な均衡

（balance）をより永続性のあるベースで確保するために」いずれの当事者も、ＴＣＡの第一款［貿

易］の運用（operation）のレビューを要請することができる、と定める。また、双方の合意がある

場合には、当該レビューの対象にＴＣＡのその他の「款（Headings）」を加えることができる（4項）。 

当該レビューの要請が可能なのは、次のいずれかのタイミングである。すなわち、ⅰ）ＴＣＡの

発効から早くて４年間経過後（4項）、又はⅱ）均衡回復措置が頻繁に講じられた場合（5項）、又は

ⅲ）両当事者間の貿易又は投資に実質的な影響（a material impact）を与える均衡回復措置が12か月

適用されている場合（5項）。なお、上記ⅱ）又はⅲ）については、ＴＣＡの発効から４年が経過す

る前に当該レビューを開始することがあり得る（5項）。当該レビューは繰り返すことが可能だが、

４年の間隔を空けなければならない（7項）。 

当該レビューは、（特に第一款［貿易］の運用（operation）に関して）ＴＣＡが両当事者間の権

利と義務の均衡がもたらしているか否か、及び、その結果として、ＴＣＡの条件（terms）を改正

する必要があるか否かが判断される（8項）。当該レビューは、要請から３か月以内に開始し、６

か月以内に完了する（6項）。 

当該レビューを受けて一方当事者がＴＣＡの改正の必要があるとみなす場合は、両当事者は、

交渉の上必要な改正について合意するために最善の努力をしなければならない（9項）。 

仮に上記9項でいう改正についての合意が交渉開始から１年以内になかった場合、いずれかの当

事者は、第一款［貿易］又はレビューの対象に加えられたその他の「款（Headings）」を終了する

旨通知することができる（その代わりに両当事者が交渉を継続することもできる。）。仮に一方当

事者が第一款［貿易］を終了した場合には、第三款［道路輸送］も同日に終了する。終了の発効の

                                                   
 105  See Lydgate et al. (2021).  
 106  Morris (2020b).  
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タイミングは、通知がなされてから３か月後である。（10項） 

仮に上記10項に従い一方当事者が第一款［貿易］を終了した場合には、両当事者が第Ⅺ篇［オ

ープンかつ公正な競争及び持続可能な開発のための「公平な競争条件」］の関連規定を第二款［航

空］に統合することについて合意しない限り、第二款［航空］も同日に終了する（11項）。 

 以上のように、第411条2項に定める「均衡回復措置」が労働・社会、環境・気候保護又は補助金

規制という分野を対象としているのに対し、上記のレビューは、ＴＣＡの第一款［貿易］の規定

全体に及び、双方の合意があればＴＣＡのその他の「款（Headings）」も対象に加えられる可能性

があることが特徴的である。レビューを受けて英国・ＥＵのいずれかがＴＣＡの改正があるとみ

なした場合に、両当事者間において必要な改正についての合意に至らなかったときの影響も非常

に大きなものがある。ＴＣＡにおいては、英ＥＵ間の基準・規制を将来にわたってもそろえるこ

とを直接求める規定はないが、上記に述べた「均衡回復措置」やレビューに係る規定によって、

英ＥＵ間の「公平な競争条件」（ひいては英ＥＵ間の権利・義務の均衡）を将来にわたっても確保

しようとしているとみることができよう。実際の適用に至らずとも、このような仕組みの存在自

体によって相互の立法行為等に対するけん制効果が働く可能性がある。もっとも英ＥＵ間の信頼

関係が崩れるような局面になると、このような仕組みの適用をめぐってさらにその対立が先鋭化

し、より不安定な関係と相互不信を招来する悪循環が生じる懸念もあろう107。 

 

(2)英国の「主権」の回復をめぐって 

①英国の「主権」は回復されたのか 

   Chalmers (2020)は、国民投票が行われた夜に、あるＥＵの構成国の大使が自分に対して、ブレグ

ジットがうまくいく唯一の方法として、「英国がＥＵに対して競争優位を得るようなやり方で規制

をすることができるか」という点を挙げ、「ＥＵ諸国はこの点について既に話し合っており、これ

を起こらないようにする」とほのめかしたことを明かしている108。このエピソードは、英ＥＵ間

の将来関係協定交渉が難航する素地が早い段階で出来上がっていたことを示唆するものとみるこ

とができよう。 

一方で、英国が、ＥＵからの離脱を選択し、「主権」の回復を喧伝したのは、主として2016年に

実施された国民投票の結果を重視した、すぐれて政治的な要請によるところが大きいと考える。

国民投票の結果が体現するところの英国国民の「意思」をどのように解釈するかという問題が、

メイ政権とジョンソン政権の下で展開されたブレグジット政治の一底流をなした、と捉えること

ができよう。 

そして、ブレグジット政治の軸となった、英国とＥＵとの関係の再構築の試みの過程で、「主権」

の回復というテーゼと密接に絡む、ＥＵの規制と英国の規制との関係性の在り方が中心的な問題

の一つとなった。これまでみてきたように、この問題に対するアプローチはメイ政権とジョンソ

ン政権では対照的なものであった。メイ政権はお互いの市場へのアクセスのためにＥＵの規制と

歩調に合わせることに前向きであった。これは、メイ政権が、単一市場と関税同盟からの離脱を

掲げながらも、例えば既述の「チェッカーズ提案」にみられるように、単一市場と関税同盟から

                                                   
 107  See Lydgate et al. (2021).  
 108  See Chalmers (2020).  
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得られるような利益をある程度享受しようとしたことの表れとみることもできよう109。これに対

して、ジョンソン政権はあくまで独自の「規制する権利」を確保することにこだわった。これは、

上述したとおり、ＥＵが歓迎するような方向性とは必ずしもいえない英国の動きである。とりわ

け、英国がＥＵ法とＥＵ司法裁判所の管轄権の排除を掲げる以上、ＥＵにとっては、英国の規制

とＥＵの規制の「乖離」が生じる可能性をどのように管理するかが課題となろう。こうして、ジ

ョンソン政権の下でのＴＣＡ交渉は、「公平な競争条件」の確保に係る争点をめぐって厳しく対立

することになったといえるのではないだろうか。 

 それでは、「規制する権利」の確保（ＥＵ法とＥＵ司法裁判所の管轄権からの「解放」）という

観点からみて、英国は自らが求めたとおりに「主権」の回復を果たしたのであろうか。 

 ＴＣＡの規定をみると、英国がＥＵ法（ないしＥＵの規制・基準）そのものにコミットする形

は避けられているとはいえよう。そして、既に述べたとおり、ＴＣＡに定める英ＥＵ間の紛争解

決の仕組みにおいては、ＥＵ司法裁判所の役割が排除されている。仮にＴＣＡにおいて（ある政

策分野で）ＥＵ法に英国法上の効果を与えることが求められていたとすれば、ＥＵ法の自律性の

要請から、ＥＵ司法裁判所が一定の役割を担うことになったのではないだろうか（例えば、英国

の国内裁判所においてＥＵ法の解釈が問題となった場合に、ＥＵ司法裁判所に付託できるような

制度設計とすることが考えられる。）。こうした意味で、ＥＵ法とＥＵ司法裁判所の管轄権の排除

という文脈からは、英国は一定程度その目的は果たしたともいえそうである。 

 ただし、これまでみてきたように、政策分野によっては、「公平な競争条件」の確保のためにＴ

ＣＡが求める具体的なルールには、ＥＵのルールを反映したものが多く存在する。補助金規制の

分野がその代表例ということができよう。交渉の早期段階でＥＵ側協定草案において示された、

ＥＵの補助金規制のルールに英国法上の効果を与えるまでの規定等はＴＣＡには盛り込まれなか

ったが（この意味では、英国が補助金規制に係る制度設計に当たってある程度の「自由度」を得

たとみることもできる。）、ＴＣＡに盛り込まれた諸原則は、英国が自国の補助金規制を設計する

上で無視できないものであり、そのことを通じてＥＵの国家援助規制のルールが（一定程度）反

映されることも考えられよう110。 

労働・社会的基準や環境・気候に関する分野については、ＴＣＡは、英国・ＥＵそれぞれが、自

己が適切とみなす保護水準を決定する権利を認めた。その上で、英ＥＵ間の貿易又は投資に影響

を与えるような態様で、自己の保護水準を移行期間終了時に実施されている水準よりも弱め又は

低めてはならないという「後退禁止」条項がＴＣＡに盛り込まれた。「移行期間終了時」には基本

的にＥＵのルールが英国に適用されていたことから、ＴＣＡの適用は、英国とＥＵの基準等に「乖

離」がみられない時点からスタートすることになる。その後は当該時点の基準等からの切下げは

抑制されることになろうが、既に述べたように、「英ＥＵ間の貿易又は投資に影響を与えるような

                                                   
 109  See Grant (2020).  
110  なお、ＴＣＡにおいて、ＴＣＡが掲げる諸原則に基づく義務が自国法（英国法又はＥＵ法）における補助金

規制制度の設計上どのように実施されるかは、英国・ＥＵそれぞれが決定するものとされていることは、各当

事者の規制の自律性を尊重するものとみることができる。ただし、これにしても、「個別の補助金の適法性が当

該諸原則によって決定されるような態様で当該義務が自国法において実施されることを各当事者が確保する」

という条件付きであることに留意する必要がある。ＴＣＡが掲げる諸原則がＥＵ法を色濃く反映している以上、

英国に与えるＥＵ法の影響を否定できるものではないといえよう。 
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態様で」という要件が今後の運用の争点となる可能性がある。さらに、一方当事者の基準等の向

上に他方当事者が歩調を合わせることを求め、当該基準等からの切下げを認めないような「ラチ

ェット条項」がＴＣＡに盛り込まれなかったことは、（その点のみを取り上げれば）将来にわたっ

て英ＥＵ間の規制の「乖離」が生じる余地を残したものといえなくもない。 

 ただし、ＴＣＡには、合意内容のガバナンスという側面から、英国がＥＵの単一市場の一体性・

機能性を毀損すること（ないし英国が自国の規制水準の切下げによりＥＵ構成国の事業者の犠牲

の下で競争優位を得ること）を防止することを目的とする「仕掛け」が施されていることに留意

する必要がある。既に触れたことであるが、例えば、補助金規制の分野についてみれば、「適切な

役割」を有する「独立した機関」の設立・維持へのコミットメントや、国内裁判所が補助金決定

の審査等の権限を有するように確保すること（英国の裁判にＥＵが訴訟参加できることに留意。）

へのコミットメントは、国内的な遵守確保の仕組みではあるが、英国の補助金規制の制度設計に

重要な影響を与えるものである。これに加えて、一定の要件を満たせば「是正措置」を講じるこ

とができるとされたことや、英ＥＵ間の紛争解決手続が設けられたことは、英国の補助金政策が

国内問題にとどまらない可能性があることを示唆するものといえよう。また、別の例として、労

働及び社会的基準の分野についても、国内的な遵守確保（行政的・司法的手続）や、専門家パネ

ルが関わる解決（「暫定的救済措置」の適用にもつながる可能性がある。）に係る規定が置かれた

ことも、英国の政策に一定の「制約」を課すものととらえることができるのではないか。 

さらに、将来にわたっての英ＥＵ間の規制政策の「乖離」に対応する仕組みとして最も注目す

べきものの一つが、「均衡回復措置」に係る規定といえよう。もちろん、これについても、英国・

ＥＵそれぞれが、労働・社会、環境・気候保護、又は補助金規制に関して将来の政策及び優先事

項を決定する権利を有する、という前提に立っている（ただし、それぞれの国際的なコミットメ

ント（ＴＣＡを含む。）と整合性を有する形で決定するという条件付きである。）。その上で、英Ｅ

Ｕ間の著しい「乖離」（significant divergences）の結果として英ＥＵ間の貿易又は投資に「実質的な

影響（material impacts）」が生じている場合に英国・ＥＵいずれもが「均衡回復措置」を講じるこ

とができるとする規定を置かれたことは、将来にわたっての英ＥＵ間の規制の「乖離」への対応

をめぐって、両者の間で複雑な形の妥協がなされたことを反映しているということができよう（交

渉の早期の段階では、英側・ＥＵ側の協定草案のいずれにおいてもこのような規定の提案はされ

ていなかった）。既に述べたところと重なるが、当該規定がどのような機能を果たすかは、今後の

運用にかかっているところが大きく、ＴＣＡに盛り込まれた各種レビューの規定とあわせて、今

後の英ＥＵ関係に大きな影響を及ぼす可能性がある。 

 なお、繰り返しになるが、ＴＣＡは離脱協定に取って代わるものではなく、今後の英ＥＵ関係

は、離脱協定及びＴＣＡの両方によって規律されることに留意する必要がある。既に触れたとお

り、離脱協定の北アイルランド議定書に基づき、北アイルランドは、例えば、「物」についての技

術的規制、農業や環境に係る規制、国家補助等といった、一定のＥＵの単一市場のルールに服す

ることとされた。このことは、英国の規律の自律性に関わる問題、ひいては「英国の一体性」と

いう英国の「主権」に関わる問題ともいえ、今後の英国の在り方と対ＥＵ関係に無視できない影

響を与える可能性がある。 

以上、総合的にみれば、英国がＥＵと経済的なつながりを持つ以上は、英国の規制政策を単な
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る国内問題として決定することはできず、ＴＣＡという新しい枠組みにおいても、自国の規制と

ＥＵの規制政策との関わりを常に意識する必要が生じるといえるのではないだろうか。 

 

②ＴＣＡ交渉で得られなかったもの 

 英国は、「主権」の回復という政治的要請に応えるため、「ＥＵ法及びＥＵ司法裁判所の管轄権

の排除」ないし「規制する権利」の確保を優先的課題の一つとしてＴＣＡに係る交渉に臨んでき

た。英国政府にとっては、この争点に係る交渉結果は、ＴＣＡ交渉の「成果」として位置づけら

れるものであろう111。ただし、ＴＣＡあるいはブレグジット全体の評価は、この争点にとどまる

ものではないことは言を俟たない。それでは、英国がＴＣＡ交渉によっては得られなかったもの

は何なのだろうか。そして、それは、「主権」の回復を旗印として掲げたブレグジット政治とどの

ような関わりを持つのだろうか。 

 このことを考える手がかりになるのが、2020年12月末にＴＣＡに係る基本合意がなされたとき

にＥＵ側が公表した資料である112。当該資料の基本的メッセージの一つは、英国がＥＵの単一市

場と関税同盟、そしてすべてのＥＵの政策から離脱することを選択した結果、ＥＵの構成国とし

て有していたすべての権利及び利益を失う、というものである。 

当該資料は、次のように述べる。「ＥＵと英国は２つの別個の市場を形成することになる。［そ

れは、］２つの異なった規則上の、そして法的空間である。これは、何十年もの間存在しなかった、

物品及びサービス貿易、そして国境を越える移動や交換に対する障壁を再びつくるものである」、

「新しい英ＥＵ貿易・協力協定は、英国がＥＵの構成国であったときに存在していた協力の水準

に匹敵するものでは決してないが、伝統的な自由貿易協定をずっと超えるものであり、我々の長

年の友情と今後の協力の維持の強固な基盤を提供するものである」、「［ＴＣＡ］は、英国がＥＵの

共通のルール、監督及び遵守確保（enforcement）のメカニズムの体系（ecosystem）を離脱し、そ

のため構成国や単一市場の利益をもはや享受することができないという事実を反映している」、

「［ＴＣＡ］は、各当事者の規則上及び意思決定に係る自律性を十分に尊重する一方で、各当事者

に権利及び義務を与えるものである」。 

上記のようなＥＵ側の考え方は、ＥＵと英国とのいかなる協定も権利と義務のバランスに基づ

くものでならないなどとした、ブレグジットに係るＥＵの交渉ガイドライン（2017年4月29日）や

将来関係枠組みに関するＥＵのガイドライン（2018年3月23日）等にも一貫して示されているもの

である。これは、ブレグジットと逆向きのベクトルにあるＥＵへの加盟の過程にも通じるものが

ある。ＥＵへの加盟候補国は加盟に際して、ＥＵ内で全加盟国を法的・政治的に拘束する共通の

権利義務の総体である「アキ・コミュノテール」のすべてを受け容れなければならないこととさ

れている113。つまり、ＥＵのすべての構成国が共通の権利義務の総体を受け容れるということが

「単一市場の一体性」の保全が図られる前提となっていることが重要なポイントとなる。これを

敷衍すれば、ＥＵの単一市場からの利益（単一市場へのアクセス等）をどこまで享受することを

目指すかということと、ＥＵの規制（ルール）をどこまで受け入れるということとは裏腹の関係

                                                   
 111  See Prime Minister’s Office (2020).  
 112  See European Commission (2020c).  
 113  庄司（2015）、p.12 参照。 
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にあるということもできよう。 

 上記資料では、ＴＣＡが適用されても、2021年1月1日において大きな変化が起きることは避け

られないことを明記し、不可避な変化の例として、人の自由移動の終了（英国市民には、ＥＵで

の自由な労働・勉学・起業・居住は認められない。）、「物」の自由移動の終了（税関での検査は、

英国からＥＵに入るすべての物品に適用される。農産物委託販売品について衛生植物検疫が必

要。）、サービスの自由移動の終了（英国のサービス提供者は、母国法主義の恩恵を受けられなく

なり、サービスの提供先の構成国ごとの多様なルールを遵守しなければならなければならず、現

行の営業を継続したい場合はＥＵに拠点を移す必要がある。専門資格は相互承認されない。英国

の金融サービス会社は、ＥＵ内での金融サービスの提供が承認される「単一パスポート」を失う。）

を挙げている。 

当該資料は、ＥＵの構成国でなくなることのデメリット（裏を返せばＥＵの構成国であること

のメリット）を強調した形となっている。英国の決断として「ブレグジット（ＥＵからの離脱）」

を選択した以上、ＥＵの構成国であれば享受することができた権利利益を従来通りには享受でき

なくなることは、ＥＵ側が指摘するまでもなく、避けがたい現実であろう（また、このことは、

単一市場の一体性の保全等を必須のものとするＥＵの交渉方針の基底をなしてきたといえる。）。

そして、ＥＵ法及びＥＵ司法裁判所の管轄権の排除を「主権」の回復のためのレッドラインとし

て掲げ、「公平な競争条件」の確保に係る争点をめぐる交渉においても自国の「規制する権利」を

最重視し、（例えば、単一市場と関税同盟にとどまることを通じて）上記のようなＥＵの構成国で

なくなることのデメリットの最小化を図る選択肢を自ら封じたことが今般のＴＣＡ交渉結果に反

映されているとみることもできよう。 

 

５．結び 

 

2016年の国民投票においてＥＵ離脱支持票が僅差ながらも多数を占めたことに端を発した英Ｅ

Ｕ関係の再構築の模索の過程は、ＴＣＡに係る合意によって大きな節目を迎えた。ただし、ＴＣ

Ａは、あくまで英ＥＵ間の「広範な関係の基礎」を構築するものであり、英ＥＵ間の関係の構築

作業は終わらない課題として残されたといえよう。 

本稿で中心的に取り上げた、将来関係協定交渉において最大の争点となっていた「公平な競争

条件」の確保の在り方をめぐる英ＥＵ間の交渉については、複雑な形の「妥協」が形成された。

この争点についても、英ＥＵ間の安定的な関係をもたらすような完全な「決着」がついたとは言

い難い。既に述べたように、英国が掲げた「主権」の回復（とりわけＥＵ法及びＥＵ司法裁判所

の管轄権の排除）は、明確な形で実現したと評価するのは難しいと考える。英国は、例えば独自

の規制政策を展開することでブレグジットの「果実」を得ることを目指すことになろうが、実際

には、ＥＵの規制政策との関わりを意識し続ける必要があろう。 
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